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 基本的 事項 

 

 鰺ヶ沢 の概況 

 

 自然的、歴史的、社会的、経済的諸条件の概要 

 

    自  然 

 

当 、青森 西部 緯 40度 26分～48分、東経 140度 4分～20分 置 、 日本海

を望 、 秋 、東 市、弘前市、西目 、西 深浦 そ 隣接 、 都青

森市 、 そ 60㎞、 た津軽自動車道柏 及び青森空港 、そ そ 20㎞

50㎞の距 あ  

の総面積 、343.08k ㎡ 広大 、東西 そ 22㎞、 そ 40㎞ 及び、そのう

ち森林原 そ 8割を占 、その多く 国 林 林 面積比約 70％ あ  

市街地 海岸線 沿 状 形成 い 、 土を四分 形 流 赤石川 44.6

㎞ 、中 川 44.9㎞ 、鳴沢川 17.2㎞ の 3流域 そ 40の集落 散 い  

鳴沢川流域の鰺ヶ沢 地 岩木山麓一 比較的 た農地 広 い のの、他の

2 河川の流域 坦地 集落 水 形成 、 た周辺 標高 100ｍ の山並 迫

土地利用 大 制約 課 い 状況 あ  

気候 、日本海 面 た海岸部 対馬海流の影響 積雪 比較的少 い のの、岩木山麓

神山系 山間部 豪雪地 あ  

当 、土地利用や気候等自然条件の制約 厳 い のの、雄大 日本海、津軽を象

峰岩木山、世界自然遺産 神山地 その奥地を源流 清流赤石川 、四 の変化 富

自然を 、そ 派生 豊富 資源 、地域一 多くの恩恵を た い  

 

土地利用の状況              ha 

分 総面積   宅地 山林 その他 

面積 34,308 2,179 1,471 328 27,765 2,565 

割合 100.0％ 6.3％ 4.3％ 1.0％ 81.0％ 7.4％ 

資料 成 22  国調総括表 

 

 歴  史 

 

鰺ヶ沢 の地 文献 表 の 、 津軽郡中 1536 、室 時代 い

う 録 最 い 、そ 以前の 1491 、津軽藩の始祖 仰 大浦光信公 種

の地 入部 た 契機 、その 歴史 刻 た  

藩政時代 、津軽藩の御用港 全国各地を結 前船 賑わい、その繁栄 弘前

次 えいわ 隆盛を極 、その証 当時の 方文化 流入 た 思わ 痕跡
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各所 、人 の生活文化 影響を え現代 け い た、 、

数多くの寺院、神社の 遺跡、遺構等 、 幡宮大祭 代表 式ゆ

い伝統行事や 鰺ヶ沢甚 等の民謡、農 地域 山 地域 く 伝わ 伝統芸能や固

の農山 文化等 、多様 貴 民俗的資源、文化財 い  

の地 生 、地域の歴史や文化等を深く知 、連綿 た流 来を理解

、 た、そ を価値あ の 大 伝え育 、当 特性 や、地域 対

矜持 誇 、自 を見出 、 来 務 あ  

 

  社会 経済 

 

歴史的 、 津軽藩の御用港 全国各地を結 前船 繁 出入 、日本海

交易 の繁栄を極 いた のの、廃藩置 、陸 交通の発 等 徐 の姿 、海

輸 漁業の 点 変 た  

当 、明治 22 の市制 制施行 伴い、青森、黒石、 戸、 戸 制を施行 、

以降、津軽西部の政治、経済の中心地 歩 た た、昭和 30 鰺ヶ沢 、舞戸

、赤石 、中 、鳴沢 の 1 4ヶ 合併 、現 の鰺ヶ沢 誕生 た 合併

の姿 、そ の漁業主体の産業構造 農林水産業を 食料総合生産地

変貌を遂 現 い  

当 の総人口 、 合併時 昭和 30 の 23,026人 国勢調査 、一 減少基調

を辿 、昭和 50 18,086人、 成 22 11,449人 減少 、少子高齢化 顕著

い の大 要因 、 及び近隣市 魅力あ 就労の場 少 い

外流出者 増 、必然的 子 を産 育 い世代 少 い 出生数 あ

、今後 人口減少の傾向 く の 予想  

た、近 、住民の日常生活 行動範 、主要 線道の整備 実 広域化 、

市、 所川原市等 立地 大型店舗集積エリ 、弘前市等 の経済効果 域 消

費 の流出 見 け 、 け 商業等の波及所得 傾向 い  

自然環境を背 た農林水産業を中心 、 岩木山 や、 神山地 等の地域資源 恵

い 、 場、 場のレ を 、各種森林体験等、 前 リ

や リ ン リ 等体験型観光の推進等、地域の特性や特長を踏 えた様 産業振興策

た の 、近 、 力 産業分 、再生 能エネ 風力、

、水力、 陽光等 を活用 た 組事例 民間レ 見 け 、環境 エ

ネ 課題解決産業の要素や時代の流 を的確 捉え、 当 の地域性 た新た

産業振興策の構築 立地条件や時代の潮流を踏 えた環境ビ ネ の展開 求 い  
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 当 に ける過疎の状況 

 

 人口の動向 

 

当 の人口 、 合併時 昭和 30 の 23,026人 国調 、一 減少基調を辿 、

昭和 50 18,086人、 成 22 11,449人 減少の一途を辿 い その大 要因

、出生数の減少 、就労の場 少 い 外流出者の大幅 増 考え

 

人口の推移 

:人 

 分 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 

0-14  5,830 4,735 3,994 3,615 2,984 2,357 1,875 1,464 1,155 

15-64  11,139 11,563 11,273 10,373 9,230 8,570 7,969 7,217 6,346 

65 以  1,470 1,788 2,135 2,393 2,685 3,150 3,707 3,981 3,948 

総 数 18,439 18,086 17,402 16,381 14,899 14,077 13,551 12,662 11,449 

資料 国勢調査 

 

 の対策と成果 

 

当 、旧過疎法 昭和 45 度 昭和 54 度 過疎地域の指定を け、その後昭和

55 度 昭和 58 度 経過措置団体 、 た 成 2 施行 た過疎地域活性化

特別措置法 、 成 2 度 成 11 度 再び過疎地域の指定を け、通算 24 間

わた 過疎対策事業を推進 た経緯 あ  

の間の事業費総 、49,942 万 、 を施策別 見 、生活環境 医療 34％、交通

通信体系 22％、教育文化施設 22％、産業振興 18％ い 中 、生活 産業活動の基

あ 道路整備 力点を置 事業を展開 た 、 道改良率 2.9％ 73.6％ 、

舗装率 0.8％ 74.6％ 大幅 向 た 通信体系の整備 い 、防災行政無線

戸 設置 た 、日本海中部地震 昭和 58 の 住民の避 誘 等情報 供

威力を発揮 た  

た、 のうち 成 2 度 成 11 度 の過疎地域活性化特別措置法 基づく事業費

総 36,044 万 、 を施策別 見 生活環境 33％、教育文化施設 22％、産業振興

21％、交通通信体系 18％ い  

代表的 実施事業を分 別 例示 、 教育文化分 、環日本海交流及び文化芸術

学習創作活動の 点 日本海 点館の建設を 、舞戸 学校の新築、中学校の大規模改

造 2校 、 温水 の建設、集会施設等教育 文化 体育施設等の整備 た  

生活環境分 、公共 水道、農業集落排水、公営住宅の新築 建替え 、生活及び住宅

環境の整備 点的 行わ た  

た、高齢者福祉分 、保健福祉の 点 総合保健福祉 ン の整備 、
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、産業分 、漁港修築等基 整備事業の 、 ン の建設、 の種苗生

産 中間育成 養殖施設の整備や、観光 レクリエ ョン部門 大高山総合公園及び長

青少 旅行 の整備 挙  

の う 、生活 産業基 の整備 関連 ク 網の 実を 、各分 の諸施設の

整備、観光関連部門 け 積極的 事業展開 、徐 あ 経済活動の基礎条件や

住民の生活環境水準 向 、地域社会の基礎的条件 整い あ た 、成熟化 た社会の中

中央 の 差 依然 、是 い のの顕著 効果発現 見 け

い状況 あ 過疎地域 の脱 向け の 力 わ 、歯 い人口の

減少 層の 外 の流出、著 い高齢化の進行等 活力の 、産業振興等経済活動の

停 用環境の 化、 水道等生活環境基 の整備 差、 財政状況の 化等、解消

課題 厳然 たわ いた 、 成 12 過疎地域自立促進特別措置法

過疎地域の指定を再度 け 、 成 12 度 成 26 度 過疎対策事業を実

施 た 因 、過疎地域自立促進特別措置法 基づく 成 12 度 成 26 度 の 15

間の過疎対策の実績 総 13,919 万 、 のうち生活環境の整備 7,492 万 全

体の 53.8％ 最 多く、交通通信体系の整備等 2,687 万 全体の 19.3％ 、産業の振興

1,389 万 全体の 10.0％ 、 の施策 点的 投資 い  

 

 今後の見通 等 

 

地域間交流の必要性 活発化、I 等の発 、人 の価値観の変容 多様化等、大 く変わ

あ 社会情勢の中 、当 、過疎地域 の機能 、農山漁 地域 の

側面 あ 、 多様 美 い風 あ 生活空間の創造 、 新 い を創造

地域 の役割 、 長 高齢社会 け 過疎地域 の 方 、新た 価値

意義 役割を担う 出来 地域性を保 、そ 機能促進のた の体制づく 新

た 課題 い  

のた 、今後の当 を 巻く動向を注視 、産業分 い 、引 基 産

業 あ 農林水産業の基 整備や、自然環境を活 たリ 型観光、 リ ン リ

の推進等を図 、新た 試 コミュニテ ビ ネ 発型産業の振興を図

、地域経済の活性化 新た 用創出を目指 、地域の自立性を高 、

個性豊 魅力あ 地域づく を進 必要 あ  

い 基 産業の成長を図 た 、既 産業の維持、強化、向 、安定を図

を第一 捉え、埋 い 、 の資源の掘 起 を た 、磨 を進

、 無 た、出来 た産業 の 組 創出 挑戦 く事 要 い

 

た、自然環境 配慮 た生活環境の整備や省エネ の 組 環境対策 公共

水道の整備、産業廃棄物処理、 対策、エネ の 効活用 地球温暖化防 、リ ク

の推進 を進 、失わ あ 地域コミュニテ の維持や自治組 の育成、地域経営

の視点 実践活動 住民自治の 実 関 方策、た え 地 力点検 、集落点検 等
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を奨励 、長 高齢社会 対応 た地域づく を進 た 、医療 保健 福祉分 け 住

民 主体 組 地域活動を支援 、特色あ 組を進 並行

関連の 両面の対策 求 い  

当 い 、今後 、時代の要請や、諸般の社会経済情勢の変化 ニ 対応 た 組

求 、 掲 た施策を展開 、住民自 地域 誇 や価値を見

出 、住民自 地域づく 参 行動 体制や テ づく を進 、真 地域の自立

活性化の実現 向けた過疎対策 必要 あ  

 

 

ウ 社会経済発展の方向の概要 

 

 産業構造の変化 

 

 の産業構造を産業別就業者比率 、 成 22 国勢調査 い 、第 1次産業就業

者人口 23.8％、第 2次産業就業者人口 18.5％、第 3次産業就業者人口 58.2％ い

合併時 昭和 30 国勢調査 い 、第 1次産業 事 人口 59.1％ あ 、

成 22 比較 30 ン 以 減少 、農林水産業を 巻く環境 厳 い

を伺う 出来  

第 2次産業、第 3次産業 い 、昭和 30 比較 そ 増 い 、就業

者の 職の 、労働力を吸 産業集積 無い 、地域 の 用機会 皆無 等 い

用の場を 外 求 た結果 い  

  

 地域の経済的 立地特性 

 

秋 大間越 の一般国道 101号線 東西を走 、接 道弘前線 主要 線道路の役割

を果 い 成 26 津軽自動車道柏 IC 開通 た 、東 自動車道 50分

程度 到 、 都青森市 70分程度 あ  

た、青森 日本海側 唯一の物流港湾 あ 七 長浜港 、5千 ン 岸壁、2千 ン 岸壁

を各 1 及び公共 を い 、冬期間 日本海特 の気候の影響を けや く、安

全 入出港 厳 い状況 あ 、産業立地構想 停 い 状況 い  

 

 社会経済的発展の方向の概要 

 

生産労働者の 外 の転出防 、 外 の移住 定住促進のた 生活基 、 事づく

用の場の創出 最 要課題 あ 、高品質 農林水産物の活用 豊富 地域資源を活用

た観光コンテン の創出、 企業 持 術力等強 を生 た づく 、 た、環境

づく を目指 、 来を担う たち 、鰺ヶ沢 生 、希望を持 成長 、その希望

を 実現 う、妊娠、出産、子育 等一連の テ の 実を進 必要
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あ  

首都圏 け 移住 定住推進の 組を行う 、誰 安心 暮 せ 組 作

必要 あ 、移住や定住を推進 組 必要 あ  

 

 

 人口及び産業の推移と動向 

 

 人口の推移と動向 

 

  当 の人口 、 合併時 昭和 30 の 23,026人 国調 、一 減少基調を辿 、

昭和 50 18,086人、 成 22 11,449人 減少 た  

 人口問題研究所の推計 、 の 何 手を打た 推移 た場合 13 後の 成 40 頃

、財政 担の中心的役割を果た 生産 齢人口 、老 人口を 回 予想 、25 後

の 成 52 2040 、45.5%減の 5,997人 人口 落ち込 予想 い  

 の大 要因 、 及び近隣市 就労の場 少 い 、高校 業者の大半

外 転出 、社会移動 減少数 自然増 数を大幅 回 け い

の あ  

 齢構成 、出生率の え 層の流出 い い 高齢化 進 、

者(15～29 才)比率 成 22 11.1％ 均の 13.8％を 回 一方、高齢者(65 才以 )比率

、 成 22 34.5％ 均の 25.8％を大幅 回 状況 い  

 成 22 の男女別構成比率を 全体 男 46.5％、女 53.5％ あ 、女子 回 い

齢 層別 い 、 少人口 15 才 満 男 48.7％、女 51.3％ 女子 回 い

た、生産 齢人口 15～64 才 男 49.0％、女 51.0％、 老 人口(65 才以 ) 男

38.5％、女 61.5％ 女子 男子を大幅 回 い 男女別構成比率 い 、 全体のそ

極端 異 く、特 女性の 均 命の伸長 顕著 表 い  

 

 産業の推移と動向 

 

  当 の産業構造 農林水産業を主体 推移 た 、 第 1次産業の動向 経済

わ 強い ン ク を え い  

 産業構造の状況を 成 8 成 24 の 総生産 比較 、 成 8 第 1 次産業

10.9％、第 2次産業 25.1％、第 3次産業 63.9％の構成比 い 、 成 24 第 1次産

業 6.8％、第 2次産業 9.2％、第 3次産業 84.0％ 、第 1次産業及び第 2次産業の

ン の 第 3次産業 状況 い の 、長 地域産業の中

牽引 いた第 1次産業の構成比 著 く 、産業構造の形骸化 懸念 、

地域の特色を生 た産業振興 次産業 2次産業 波及 、結果 3次産業 潤う いういわゆ

1次喪2次喪3次 6次産業化等の 組展開 の阻害要因 い状況 あ  

 た、産業別就業人口 い 、昭和 45 成 24 を比較 、昭和 45 総就業者数 
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8,325人 、うち第 1次産業 4,427人 53.2% 、第 2次産業 1,126人(13.5%)、第 3次産業 2,772

人(33.3%) 、 成 24 総就業者数 約 割の 4,973人 、第 1次産業 1,171人(23.6%)、第 2

次産業 857人 17.2% 、第 3次産業 2,945人 59.2% 、実数 第 2次産業及び第 3次産業

の就業者数 増 傾向 あ 、第 1次産業 け 就業者数の減少 著 く、 外 の人口流出

相俟 総就業者数の減少を招い い た、総就業者 占 比率 、第 1次産業

け ン の 著 い  

 総就業者数の減少 い 、第 1次産業 け 就業者の 職 け く、労働力を吸

産業集積 十分 い 、偏 地域 の 用機会 皆無 等 い 直接的 要因 あ 、必

然的 用の場を 外 求 、 全体の人口流出 減少 いう結果を招い い  

 今後の産業構造の動向 、 総生産 第 1次産業分 特 農業 け 経営の大

規模、集約化 進 のの、全体的 大 変化 推移 いく の 推察 一方、

就業者数 、 事者の高齢化 進 、 た新規就業者 あ 期待 い 、第 1次産

業の 事者 減少 いく の 推察  

 

 

 

表 －   人口の推移 国勢調査  

      分 

 

昭和 35  昭和 40  昭和 45  昭和 50  昭和 55  

実  数 実  数 増減率 実  数 増減率 実  数 増減率 実  数 増減率 

 

総      数 

人 

22,123 

人 

20,504 

％ 

 7.3 

人 

18,439 

％ 

10.1 

人 

18,086 

％ 

1.9 

人 

17,402 

％ 

 3.8 

 

0 ～14  

 

8,811 

 

7,337 

 

16.7 

 

5,830 

 

20.5 

 

4,735 

 

18.8 

 

3,994 

 

15.6 

 

15 ～64  

 

12,223 

 

11,889 

 

 2.7 

 

11,139 

 

 6.3 

 

11,563 

 

3.8 

 

11,273 

 

 2.5 

 うち 15 ～29 

      (a) 

 

4,886 

 

4,351 

 

10.9 

 

3,674 

 

15.6 

 

3,887 

 

5.8 

 

3,406 

 

12.4 

 

65 以   (b) 

 

1,089 

 

1,278 

 

17.4 

 

1,470 

 

15.0 

 

1,788 

 

21.6 

 

2,135 

 

19.4 

/ 総  数 

者比率 

％ 

22.1 

％ 

21.2 

 

― 

％ 

19.9 

 

― 

％ 

21.5 

 

― 

％ 

19.6 

 

― 

/ 総  数 

高齢者比率 

％ 

4.9 

％ 

6.2 

 

― 

％ 

8.0 

 

― 

％ 

9.9 

 

― 

％ 

12.3 

 

― 
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      分 

 

昭和 60  成 2  成 7  成 12  成 17  

実   数 増減率 実   数 増減率 実  数 増減率 実   数 増減率 実  数 増減率 

 

総      数 

人 

16,381 

％ 

 5.9 

人 

14,899 

％ 

9.0 

人 

14,077 

％ 

 5.5 

人 

13,551 

％ 

  3.7 

人 

12,662 

％ 

 6.6 

 

0 ～14  

 

3,615 

 

  9.5 

 

2,984 

 

17.5 

 

2,357 

 

 21.0 

 

1,875 

 

 20.4 

 

1,464 

 

 21.9 

 

15 ～64  

 

10,373 

 

 8.0 

 

9,230 

 

11.0 

 

8,570 

 

 7.2 

 

7,969 

 

  7.0 

 

7,217 

 

 9.4 

 うち 15 ～29 

      (a) 

 

2,067 

 

19.9 

 

2,067 

 

24.3 

 

1,959 

 

 5.2 

 

1,921 

 

  1.9 

 

1,687 

 

 12.2 

 

65 以   (b) 

 

2,393 

 

12.1 

 

2,685 

 

12.2 

 

3,150 

 

17.3 

 

3,707 

 

17.7 

 

3,981 

 

7.4 

/ 総  数 

者比率 

％ 

16.7 

 

― 

％ 

13.9 

 

― 

％ 

13.9 

 

― 

％ 

14.2 

 

― 

％ 

13.3 

 

― 

/ 総  数 

高齢者比率 

％ 

14.6 

 

― 

％ 

18.0 

 

― 

％ 

22.4 

 

― 

％ 

27.4 

 

― 

％ 

31.4 

 

― 

 

 

      分 

 

成 22  

実   数 増減率 

 

総      数 

人 

11,449 

％ 

 9.6 

 

0 ～14  

 

1,155 

 

 21.1 

 

15 ～64  

 

6,346 

 

 12.1 

 うち 15 ～29 

      (a) 

 

1,273 

 

 24.5 

 

65 以   (b) 

 

3,948 

 

 0.8 

/ 総  数 

者比率 

％ 

11.1 

 

― 

/ 総  数 

高齢者比率 

％ 

34.5 

 

― 

 

 

 

 



- 9 - 

 

表 －   人口の推移 住民基本 帳  

      分 

 

成 12 3 31日 成 17 3 31日 成 22 3 31日 

実    数 構 成 比 実    数 構 成 比 増 減 率 実    数 構 成 比 増 減 率 

 

総      数 

人 

14,598 

 

― 

人 

13,616 

 

― 

％ 

 6.7 

人 

12,242 

 

― 

％ 

 10.1 

 

男 

人 

7,003 

％ 

48.0 

人 

6,443 

％ 

47.3 

％ 

 8.0 

人 

5,688 

％ 

46.5 

％ 

 11.7 

 

女 

人 

7,595 

％ 

52.0 

人 

7,173 

％ 

52.7 

％ 

 5.6 

人 

6,554 

％ 

53.5 

％ 

 8.6 

 

      分 

 

成 26 3 31日 成 27 3 31日 

実    数 構 成 比 増 減 率 実    数 構 成 比 増 減 率 

総      数 

(外国人住民除く) 

人 

11,153 

 

― 

％ 

 8.9 

人 

10,881 

 

― 

％ 

 2.4 

男 

(外国人住民除く) 

人 

5,202 

％ 

46.6 

％ 

 8.5 

人 

5,073 

％ 

46.6 

％ 

 2.5 

女 

(外国人住民除く) 

人 

5,951 

％ 

53.4 

％ 

 9.2 

人 

5,808 

％ 

53.4 

％ 

 2.4 

参

考 

男 外国人住

民  
4人  － 7人   

女 外国人住

民  
18人  － 11人   

 

表 －   人口の見通  
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表 －   産業別人口の動向 国勢調査  

      分 

 

昭和 35  昭和 40  昭和 45  昭和 50  昭和 55  

実    数 実  数 増減率 実  数 増減率 実  数 増減率 実  数 増減率 

 

総      数 

人 

9,428 

人 

8,749 

％ 

10.6 

人 

8,325 

％ 

  4.8 

人 

8,085 

％ 

 2.9 

人 

8,200 

％ 

1.4 

第一次産業 

就業人口比率 

％ 

67.1 

％ 

59.1 

 ％ 

53.1 

 ％ 

48.1 

 ％ 

39.2 

 

第 次産業 

就業人口比率 

％ 

8.8 

％ 

11.8 

 ％ 

13.5 

 ％ 

17.8 

 ％ 

23.9 

 

第 次産業 

就業人口比率 

％ 

24.0 

％ 

29.0 

 ％ 

33.2 

 ％ 

33.9 

 ％ 

36.7 

 

 

 

      分 

 

昭和 60  成 2  成 7  成 12  成 17  

実   数 増減率 実   数 増減率 実   数 増減率 実   数 増減率 実   数 増減率 

 

総      数 

人 

7,477 

％ 

  8.8 

人 

6,917 

％ 

  7.5 

人 

6,758 

％ 

  2.3 

人 

6,326 

％ 

  6.4 

人 

5,786 

％ 

  8.5 

第一次産業 

就業人口比率 

％ 

39.6 

 ％ 

37.2 

 ％ 

28.6 

 ％ 

23.9 

 ％ 

24.0 

 

第 次産業 

就業人口比率 

％ 

20.0 

 ％ 

21.3 

 ％ 

25.9 

 ％ 

26.6 

 ％ 

21.2 

 

第 次産業 

就業人口比率 

％ 

40.2 

 ％ 

41.5 

 ％ 

45.6 

 ％ 

49.4 

 ％ 

54.7 

 

 

 

      分 

 

成 22  

実   数 増減率 

 

総      数 

人 

5,058 

％ 

12.6 

第一次産業 

就業人口比率 

％ 

23.2 

 

第 次産業 

就業人口比率 

％ 

18.8 

 

第 次産業 

就業人口比率 

％ 

58.0 
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 行財政の状況 

 

  行政の状況 

 

 当 津軽藩発祥の地 知 、 く 藩政時代 津軽藩の御用港 全国各地を結

前船 賑わい、海 交通の門戸 要 役割を果た いた  

 現 の当 昭和 30 鰺ヶ沢 、赤石 、中 、鳴沢 、舞戸 の 4ヶ 合併 誕生

、その中心 た旧鰺ヶ沢 、明治 の市 制施行 伴い、青森、黒石、 戸、 戸

制を施行 、以降津軽西部の政治、経済の中心地 歩 け た 、諸般の社会

経済情勢等 その機能、役割 弱 い  

 実施 た主要施策 い 、津軽地域経済の活性化の起 剤 、 た将来の

津軽日本海 点港 期待 七 長浜港の建設要望 その利用促進を 、国 交流や人

材育成を推進 、来 環日本海交流 向け の ちづく を進 、世界自然遺産

神山地 そ を源流 赤石渓流エリ や、津軽を象 峰 岩木山 隣接 長 高

原エリ を中心 リ 型観光施設の整備促進等、 の地域特性を十分 活 、津軽広

域経済圏 け 一地域 の役割やその機能 大 た  

た、その他の施策 、自然環境 配慮 た生活環境の整備や省エネ の 組

環境対策 公共 水道の整備、産業廃棄物処理、 対策、エネ の 効活用 地球温

暖化防 、リ ク の推進 を進 、失わ あ 地域コミュニテ の維持や自治組

の育成、地域経営の視点 実践活動 住民自治の 実 関 方策、た え 集落点検 等

を奨励 、 緊の課題 あ 長 高齢社会の け の地域づく を進 た 、保健

福祉分 を包含 た住民 主体 組 生 い活動 を支援 、特色あ 対策

を積極的 推進 い あ  

  、近 、複雑化 多様化 た社会経済情勢の変化を背 、地域住民の行政需要 増 の

一途を辿 、その一方 、多 の 債 高を抱え 厳 い財政 営を強い 、 た地方交

付税や 税等の落ち込 性的 自主財源 足の財政構造を呈 予断を許 い状況 く

の 想定 た 、今後の施策の実施 あた 効率的 合理的 行財政の 営 求

い  

 

  財政の状況 

 

  当 け 成 26 度 通会計の決算 、 入総 72億 2,703万 、 出総 70億 9,808

万 、実質 支 億 1,145万 連 黒 決算 た 入 出 、対前 度比そ

3.6％、5.3％の増 た 、主 の 国庫 支出金等の増 あ 、消費税率

た 社会保 財源 増 た の あ 当 の財政 、 成 24 度 、

底を い いた財政調整基金 、人件費 等の徹底 た 出削減 、 成 26 度 1

億 6,000万 増 出来た 、災害等緊急時の支出 備え た

健全化の数値 、今後 財政 営を 行い財政基 を固 必要 あ
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 た、過去 実施 た大型建設事業 起因 公債費の 担 大 い 、 成 19 度

通会計 赤 決算 、 成 21 度 赤 44,467万 膨 た 、後財政健

全化対策を実施 、 成 24 度 黒 決算 けた 、実質公債費比率 依然

高い あ た 、今後 将来展望を 財政 営 あた 必要 あ  

 

表 －   市 財政の状況                      千  

              分 成 12 度 成 17 度 成 22 度 成 25 度 

  入  総     

  一  般  財  源 

  国  庫  支  出  金 

都道府 支出金 

  地  方  債 

        う ち 過 疎 債 

  そ  の  他 

  出  総     

  義  務  的  経  費 

  投  資  的  経  費 

          うち 通建設事業 

  そ  の  他 

  過 疎 対 策 事 業 費 

入 出差引   －  

翌 度 繰越 財源   

  実質 支  －  

8,815,102 

5,947,450 

347,496 

610,810 

1,442,600 

618,700 

466,746 

8,723,811 

3,683,849 

1,841,092 

1,800,740 

3,198,870 

878,334 

91,291 

141 

91,150 

7,327,779 

5,984,097 

285,120 

329,287 

236,489 

98,600 

492,786 

7,288,856 

3,924,589 

392,983 

319,747 

2,971,284 

100,511 

38,923 

4,681 

34,242 

7,582,953 

4,675,124 

1,054,802 

413,541 

649,200 

116,200 

790,286 

8,001,180 

3,828,471 

875,858 

815,796 

3,296,851 

392,283 

418,227 

3,663 

421,890 

6,977,710 

4,508,762 

487,870 

420,346 

791,500 

372,700 

769,232 

6,741,408 

3,341,159 

252,644 

206,691 

3,147,605 

213,707 

236,302 

146,621 

89,681 

財  政  力  指  数 

公 債 費  担 比 率 

実 質 公 債 費 比 率 

起 債 制 限 比 率 

経 常  支 比 率 

将 来  担 比 率 

地 方 債 現  高 

0.191 

27.1 

― 

15.7 

89.7 

― 

20,629,503 

0.18 

30.2 

20.7 

12.7 

98.7 

― 

17,000,244 

0.178 

21.8 

24.1 

― 

96.8 

275.3 

12,278,605 

0.179 

17.6 

19.7 

― 

 95.2 

237.4 

11,000,943 

表 －   主要公共施設等の整備状況 

              分 
昭和 45 

度  

昭和 55 

度  

成 2 

度  

成 12 

度  

成 22 

度  

成 25 

度  

市      道 

  改  良  率  ％  

  舗  装  率  ％  

耕地 ha当た 農道延長 ｍ  

林 ha当た 林道延長 ｍ  

水  道    及  率 ％  

水  洗  化  率 ％  

人口千人当た 病院、 

診療所の病床数  床  

 

2.9 

0.8 

89.0 

2.8 

66.7 

― 

 

8.9 

 

52.0 

46.0 

74.7 

8.0 

77.4 

0.1 

 

11.8 

 

69.8 

-70.1 

46.2 

5.1 

85.3 

0.8 

 

16.4 

 

74.2 

74.1 

23.6 

10.7 

88.2 

32.8 

 

11.1 

 

82.6 

82.6 

 

16.1 

89.5 

48.1 

 

10.4 

 

82.7 

86.3 

 

16.1 

89.5 

56.0 

 

10.6 
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 地域の自立促進の基本方針 

 

 地域の将来像 

 

  当 、旧過疎法の適用を け長 わた 地域の振興 活性化 資 各種事業を実施

た あ 差是 や自立促進 向けた対策 、生活環境の整備、交通通信体系の

整備、産業振興の基 づく 、教育文化の振興等 事業を中心 実施 、地域間交流等

分 い 積極的 推進 、地域の活性化 向けた 組を実施 た  

、豊 自然環境 恵 い 面、立地条件や社会条件 厳 い制約 あ 中 、

基礎的 社会基 設備や産業基 の整備を中心 推進 た のの、地域産業の振興 再構築等

解決 あ 、 用機会の 大を図 出来 いた 、 層を中心 た 外流

出 い い の う 状況を背 人口構成 い 少子高齢化 一層深刻化 、地域活力

の を招い い 賑わいを創出 た 、 、魅力あ 用の場及び所得の確保、

層の 外流出防 を図 た 、 商品の製造等産業の振興を 以 積極的 展開 必

要 あ  

当 い 、地域の理想的 将来像の目標 、豊 自然 共生 、快適 安全 活力

満ちた人 優 い ちづく を掲 その実現を目指 い ち、人口流出防 や定住促進、

高齢者や児童その他の保健及び福祉の向 及び医療の確保、生活環境の整備、交通通信体系の整備、

情報化及び地域間交流等を推進 、その 体的 施策の展開を図 必要 あ 、豊 自

然環境 恵 た当 、多様 新 い の創出を実現 農山漁 地域 の

役割機能を発揮 、持 能 環型社会形成 向けた関連施策を展開 求 い  

え 、地域づく の を 人材の育成 い 、地域 コ ネ 的 役割を

果た 人材を確保 育成 肝要 あ 、 人材 産業の振興を 福祉、教育、文

化、生涯 、地域間交流、集落機能の強化等広範 分 わた 様 課題 組

テ づく 求 関連 、 能 人材 リ ―を育成 、特

地域 い 緊の課題 言え 、住民を主体 地域づく 地域経営の視点 実践活

動 や、コミュニテ の維持、自治組 の育成 住民自治の 実 関 方策の実践等 を担う

求  

 当 い 、 の う 様 地域課題 対応 く、今後 自立促進 結び く

事業の展開 、様 面 い 民間の活力や を積極的 活用 、優 的

推進 緊急対策 、観光及び地域産業振興の 成、路線 等の維持確保や実態 た地

域公共交通の確立、災害 強い地域を目指 地域防災力の向 、安心 子 を産 育

環境づく 基本的 子育 支援、医師確保を含 総合的 体制構築を目指 地域医療確

保対策等、各種 事業 過疎地域自立促進特別事業 の 入を図 の  

  以 を踏 え、当 け 自立促進のた の基本的 方向 、住民一人 地域

対 愛着 誇 を ち、そ 郷土愛の醸成を図 、積極的 自発的 ちづく 組

、地域 保 豊 資源 磨 を掛け、 鮮明 幅広い交流を積極

的 進 、活力 魅力あ あ わ の 来像を く を理念 定 、地域住民自
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積極的 参 、 働 組 、体制を築 、行政 住民 一体 た英知の結集、地

域の自立性向 、個性豊 あ わ を目指 の 、以 の項目を推奨  

 

 地域の基本方針 

 

豊 資源と活力を活 潤うあ さわ 

 

  豊 資源 活力を活 潤うあ わ を実現 せ た 、生産労働者の 外転出防

、 外 の移住 定住促進のた 生活基 づく 用の創出 の施策 求

、そのた 、高品質 農林水産物の活用 豊富 地域資源を活用 た観光コンテン の創出、

、企業 持 術や様 強 を 生 た魅力あ づく を進 の

 

た、他方 、当 の地域特性を生 た生産性 付 価値の高い農林水産業の振興 、

総合食料供給基地 の優 性を高 、地場資源を活用 た産業の創出 え、 業

の集積を高 た 既 業の振興 関連企業の誘致 、七 長浜港及び後背地を積極

的 活用 、広く産業交流の 地域づく を進 必要 あ  

 、多様化 都市住民のニ を的確 把握 、多くのリ や交流居住者を獲得

た 、自然環境等地域資源を活用 自然 調和 たリ 型観光開発や、 リ ン

リ 、エコ リ 等の体験型観光を進 、あわせ ビ 関連産業の育成

産業構造の多様化 高度化を図 、 け 就業機会の 大 人口流出を抑制

いく の  

  

●一次産業 い 、引 その基 整備を進 、安定 た生産性の確保 安

全 安心 志向 適 対応 、高付 価値を付けた 品の製造を進  

●地域性を踏 えた製造業等 業振興を図 、関連企業の誘致を戦略的 進  

●津軽広域経済圏の活性化、 た対岸交易を目指 た七 長浜港の早期完成 後背地利用の促進

を図 た 、積極的 物流 産業経済交流の展開を図  

●優 た自然、歴史、文化資源等を活用 たリ 型観光地づく を目指 た 、快適 環境、

快適 施設づく を進 、 リ ン リ 、エコ リ 等の体験型観光

を推進 、 あ わ の特色を活 た観光振興を図  

● 農商 連携 等複合的 産業連関の推進を念頭 置いた 組を積極的 進 、新 い産業

起業の創出を模索  

●世界遺産 神山地の保全 、直接、間接を問わ を活用 た新 い産業の創出

を目指 組を行う  

●産業の活性化を図 うえ 最 基本的 ク ク 網 い 、高 交通ネ

ワ クの構築を考慮 、近隣 を結 線道 、集落間を結 道等 い

整備を進  

●農林道 い 、 営事業 広域農道 の連携を考慮 た整備促進  
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●産業振興、地域間交流の促進 向けた情報通信基 施設の 実を図 、情報ネ ワ

ク テ の構築  

●自然環境、伝統文化、特産品 豊富 資源を 効 活用 、都市住民等 の地域間交流を積極

的 推進  

●経済的価値を 各種地域資源を活用 たコミュニテ ビ ネ 発型産業の創出を目

指 、人材 組 の育成 その支援体制の構築  

● 、地産地消 食 の安全性や文化的 側面 着目 た 組  

●良好 自然環境や美 い農山漁 の 観等を背 、都市住民を対象 た複数居住

ビテ ョン や 地域の暮 育 た生活の知恵等 の 組を実施

、あわせ リ ン リ 関連づけた複合的 産業の創出  

●構造改革特別 域計 及び地域再生計 等の積極的 活用 入を図 特色あ 産業振興

 

●各産業 の支援を積極的 進 、新た 産業を創出 、 用の場を確保  

 

生 生 と暮らせる安全 安心のあ さわ 

 

  生 生 暮 せ 安全 安心のあ わ を実現 た 、高齢者や児童その他の保

健及び福祉の向 及び増進 医療の確保 、生活環境の整備、交通通信体系の整備、情報

化及び地域間交流等を推進 必要 あ  

 高齢者等の福祉対策 い 、い 住 た環境 自立 生活 う支援体制

を構築 、 護予防や認知症対策の推進、健康づく や生 い対策 、社会参 の機会を創

出 必要 あ  

 少子化対策 い 、子 の健全育成 安心 生 育 環境づく を目指 た 、乳幼

児医療給付費 成制度 え、そ 以 の子 医療費 成制度を 子育 環境を支援

体制の構築 求 い  

 地域医療 ビ の 実 確保 い 、 西 広域連合 連携 、引 地域医療

の確保対策を実施 組 求 い  

 た、快適 暮 せ 地域づく い 、生活環境の整備 、交通 通信体系の整

備、地域公共交通の維持確保、情報化及び地域間交流等の推進を図 、首都圏を 外

住 人材を当 還流 せ た 、移住 定住推進の 組を推進 、誰 安心 暮 せ

組 造 を進 生活環境づく や社会環境づく を推進  

 

●高齢者や 害者等の生 いや社会参 、自立を促 環境づく  

● 護予防を 生涯を通 た健康づく の推進を図  

●安心 子 を産 、 の子 たち 健や 育 う、 の事業の を

図 、安心 た子育 出来 環境づく を推進  

●人材の確保 、広域的 医療 ビ の連携 医療の確保 実を図  

●包括 テ 構築 保健 医療 福祉 ビ の一 化 の推進を図  
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●生活基 を支え 要 道路網の整備を促進  

●通院や通学、 い物等住民生活を支え 地域公共交通 路線 対策等 の維持確保を図 、新

た 交通体系の構築を図  

●衛生的 生活を確保 た 、 水道の整備を促進   

● 民の憩いの場 公園 地等の整備 実  

● 民生活の安全を確保 た 、防災、防犯、交通安全、消防及び救急体制の整備 実  

●定住促進を図 た 、関連施策 営住宅整備 の実施  

●豪雪地域、克雪対策を踏 えた雪国の特性を活 た施策の展開を図  

●情報 差是 や地域間交流のた の情報通信基 施設の整備 実 術の積極的 活用を

図  

●誰 快適 生活環境を享 う ニ ンの 入  

●生涯を通 健康的 生活を た 、生活習 の改善を積極的 進 、地域をあ 健康増進

向けた環境づく を目指  

 

 良好 美 い環境と共生 るあ さわ 

 

 良好 美 い環境 共生 あ わ を実現 た 、環境保全や自然 の調和

、環境 共生 持 能 環型社会形成 向けた方針 理念 組 求  

神山地を擁 豊 自然環境や広大 生活空間を 当 、多様 美 い風 のあ

居住 生活空間の創造や新 い を実現 場 の役割等の機能性 地域性

を 、将来 わた 地域 特性を広く 及定着 せ 、環境 生

活 経済 良好 環 テ の構築 、地域の 自性、自立性を高 対策の推進

必要 あ  

 

●伝統文化や生活の知恵 支え わ た多様 生活様式や風土、生活空間の保護保全を図  

●都市住民を対象 た複数居住 ビテ ョン の 入検討  

● 癒 の空間 の生態系を含 良好 環境や美 い農山漁 観の保全を図  

● 水 、 空気 、 四 の彩 、 美 い 等 を 、多様 動植物 生息 、人 自然 共

生 環境づく のた の 及活動  

●資源 環の環境づく や、関連 術開発の 入推進を図  

●廃棄物の減 、 Ｒ リ ュ リ リ ク の推進を図  

●地域資源を活用 た新エネ の 入、省エネ の 及推進等 を図  

●廃棄物の適 処理や 法投棄対策の徹底を図  

●公害の い生活環境づく の 及活動を図  

● 民 環境 対 理解 認識、連携強化を高 う環境教育や環境学習の推

進  

●常備消防及び非常備消防 い 、設備の 実を図 、 安全、安心 住 良い地域づく
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創造性に富 地域を支える個性豊 人材に満ちたあ さわ 

 

創造性 富 地域を支え 個性豊 人材 満ちたあ わ を実現 た 、偏 多種

多様 能力 好奇心、積極的 思考性を持 た人材 求 、その育成 地域活性化の鍵を握       

その 底 、全 の住民の思い 尊 、自己実現の 能性を秘 、住 い 愛着や誇 矜

持 持 地域 進化 求  

た、 ちづく 地域づく の を 人材の育成 い 、地域 コ ネ

的 役割を果た 人材の確保 育成 要 あ 、 人材 産業、福祉、教育、文化、

、地域間交流、集落機能の強化 広範 分 わた 様 課題 組 体制づく 求

 

え 、 能 人材 リ ―の育成 い 、地域 け 住民を主体 地域経営の視

点 実践活動や、コミュニテ の維持、自治組 の育成 住民自治の 実 関 方策の実

践等 結び く その確保育成 必要 あ  

 

●地域住民のニ 対応 た生涯学習体制の構築  

●学校施設を 、 文化学習施設、集会施設等場の 供 あわせ施設整備の 実

 

●情報化、国 化社会 対応 た人材育成 結び く地域間交流の推進を図  

● 分 豊富 知識 経験豊 高齢者の活躍の機会創出  

● ン等 人材の確保  

●地域づく 推進員のコ ネ の 、 会組 、各種地域団体 の連携、 調を図 、

担い手の掘 起  

● 民主体の地域づく 推進の 点 地 振興 ン 公民館 、集会施設等の整備促進を

図 、人材育成の場 の機能を高  

●住民 財産の保 、各種施設の経営管理を促進 た 、 法人の設立を奨励 、住民

参 地域経営、住民自治の推進を図  

●各地域の実情を把握 た 集落点検や地 力点検 地 テの活用 等を実施 、 各地

の活性化 向けた 組強化を図  

●移住定住 関 相談窓口の強化や情報発信、地域住民 の連携、 を活用 た利便性あ

暮 の等の環境づく を図  

 

柔軟性に富 地域間交流 活発 あ さわ 

 

柔軟性 富 地域間交流 活発 あ わ を実現 た 、地域外 の関 性 い

開 、歓待 い た柔軟 風土を育 必要 あ 、 た一方 の貴 伝統文化、歴史、

芸能 い た地域文化、 神山地を 自然資源等当 の魅力を国 外 向け広く発信 、

交流の輪を広 必要 あ  

た、過疎対策を 、広く地域活性化対策の実施 あた 、地域 地域課
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題を解決 現実的 能 た 、 交流 いう力、要素を 込 必要 あ 地域間

交流の推進 い 、 分け隔 く、開 又 歓待 い た風土、柔軟性を地域

育 必要 あ  

 

●国 外を問わ 各種地域資源を紹 の 実  

● ン ン 大学生等職業体験実習の 入 制度の 及活動 交流促進  

●地域間交流 いう概念、効果等の 及定着を図  

●異文化理解を深 、国 感覚 優 た人材の育成を図  

●地域間交流、国 交流、海外研修、国 力事業等の参 機会の創出  

●歴史文化財、芸術文化、学術、 、産業経済等広い分 の交流  

 

 

 

 計    期  間 

 

  の過疎地域自立促進計 の計 期間 、 成 日 成 日 の

箇 間  

 

 

 

 

 公共施設等総合管理計 との整合 

 

  現 の施設を維持 事 財政的 困 あ 明 あ 、既 施

設の統合や廃 を含 た全資産 の適 化 事 、長期的 利用 施設 い

長 命化を図 事を基本 た、現 策定中 成 度策定 の鰺ヶ沢 公共施設

等総合管理計 の基本方針 基づ 、本計 の整合性を図 適 維持管理を実施  
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 産業の振興 

 

 農 業 

 

 現況と問題点 

 

当 の農業 、 型的 中山間地 いう土地利用 い 利 条件 あ 、長 、

水稲を中心 広く農業生産 営 、 た地 菜、果樹を組 入 た複合経営

数 の制約等課題を克服 た歴史 あ 、経済の 化の波 、

農産物の輸入政策 関 関税引 等 情勢 化 、当 の基 作目 あ 米の生

産調整強化 連 わた 価 の引 や、果樹 菜 市場価 の 迷等、当 農業を

巻く情勢 依然 厳 く、その一方 消費者ニ 多様化 行 透

明 状況 あ え 、農家所得の減少等の状況を背 、農家人口の減少や高齢化の進行 歯

、 農地の発生や、担い手 足等の課題 山積 、地域の農業生産の 、

農 社会の維持 え 危惧 い あ  

  、 の う 状況の中 、農業 依然 経済 け 基 的 分 の

役割を担 、 他産業分 の え 影響 大 い 、自然条件 経済情勢等の制

約を克服 抜本的 対策 求 い あ  

  当 の農家総数 788戸 成 22 農林業 ン 、うち専業 276戸 33.9％ 、第 1種兼業 156

戸 19.8％ 減少傾向 あ 、農業 事者の減少 高齢化 一層深刻化 い その一方

、 売農家 1戸当た の 均経営耕地面積 水 166 、樹園地 120 、 地 116 、前回調査

経営規模 大傾向 あ 特 水 、 地 い 明 規模 大 の移行 顕著 、

経営耕地 関 今後 度的 再編 土地利用型、大規模経営志向の農業経営体 の農地集積

進 の 予想  

  一方、 成 22 総生産 実 市 民経済計算 、総 27,561 万 のうち第

1 次産業 1,777 万 6.4％ うち農業 1,522 万 5.5％ 、第 2 次産業 2,907 万

10.6％ 、第 3次産業 22,877 万 83.0％ 、農業の割合 他分 比

減少傾向 あ  

  当 の農業を 巻く情勢 、就業者の高齢化や担い手 足等 一層深刻化 、社会経済

情勢の変動 対応 基 産業 の役割を担 た 、依然 厳 い状況 あ  

今後 、就業者の高齢化、 農 農地の増 懸念 、意欲あ 農業者 地

域 一体 、地域特性を踏 えた安定経営、足腰の強い農業の確立及び農業の 多面的

機能の持 的 発揮を図 必要 あ  
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 その対策 

 

農業 い 、近 の厳 い農業情勢 柔軟 対応 、水稲 作の農業経営 優

良 菜等を組 入 た複合経営 の移行を促 、集約的 効率的 高所得 高生産性農業の確

立を図 、多様化 消費者ニ 対応 た生産体制の確立や、産地 の ン

化 、そ 応 た 売流通戦略を確立  

  、近 の農業情勢を背 た農業者の高齢化の進行 そ 伴う生産性の 、 農

地の発生増 、 性的 担い手 足等山積 課題解決 い 、認定農業者等中 的担い手農

家や生産組 の育成支援体制の強化を図 の 体の 組 、各種制度資金 研修

制度の優遇措置、 農業委員会を中心 来の農地の賃 借等利用 設定の 、地域

の作業 委 の推進 担い手 の優良農地集積を奨励 の  

  その他 、地域 の土づく 動の実施や、使用済 ク適 処理対策、 機農業

を 安全 安心 農産物の生産 を目指 包括的 環境保全型農業の実践 、

付 価値の高い農産 品等の開発 売、地域資源を活用 た リ ン リ の 実、観光

等他分 の連携 農家所得の向 対策等  

  以 の対策を踏 え、当 け 農業 農 の活性化を図 た 、以 の施策を推進  

 

担い手 の農地利用の集積 集約化 農地中間管理事業の活用推進  

経営所得安定対策制度 

水 活用の直接支払交付金制度の推進 麦、大豆、飼料用米等の戦略作物の生産者 支援、食

料自給率の向 を図  

多面的機能直接支払制度 農業の多面的機能の維持 発揮のた の地域活動等 の支援  

中山間地域等直接支払交付金制度 中山間地域等の条件 利地域 地 のコ 差 の支

援  

 

 

 林 業 

 

 現況と問題点 

 

当 の森林面積 、全 土の約 8割 、そのうち約 割 国 林 占 い  

  の う 、当 世界自然遺産 神山地や岩木山等豊富 森林資源を 、 来 森林 深

い関わ を持ち、山の恩恵を け発展 た経緯を持 、近 林業を 巻く状況 一層厳

を増 い 素材生産 い 、国産材価 の 迷等 生産性 、 性的 担い手

足等の 題 相 、山林の 置化 懸念  

  、諸外国 い 過 採 森林の荒廃 、環境 荷等の懸念 国の木材

需給状況 変化 生 、森林の機能 、本来木材供給地 の役割 、水資

源の涵養の 、地域住民や当 を訪 人 四 の変化を伝え、安 を え 人間性回
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の場 の役割を果た い 、地域温暖化の主 要因 酸化炭素の抑制

削減 炭素革命 の対応 い 、近 、世界各国共通の課題 認識 い

あ 、森林 そ を吸 酸素 出 温暖化を抑制 要 役割 機能を

い  

  のた 、今後当 い 、 来 の植林の推進を基本 間 の促進等活力あ 森林の造

成 、森林資源の持 多面的 公益的機能 十分 発揮 う適 管理 自

然 の調和を基本 た、新た 林業の 方 方向性を模索 求 い  

 

 

 その対策 

 

木材価 の長期 迷、林業就業者の減少 高齢化の進行等 依然厳 い状況 い 、

森林所 者 管理 困 い 、森林整備 必要 担い手の確保 育成

、 益性の向 等を図  

成 23 の森林法改 、森林計 制度の見直 行わ 、 森林経営計 制度 創設

森林を面的 集約 、効率的 森林施業の実施 、持 的 森林経営 森林の

多面的機能の発揮を い の 、当 い 、 域 長 、大高山、中

鳴沢、赤石 の森林経営計 を認定 い 計 作成主体 森林組合  

 以 の対策を踏 え、将来的 林業の振興 活性化を図 た 、以 の施策を推進  

 

森林経営計 の作成促進 

効率的 作業路網の整備 高性能林業機械の 入 コ 間 作業の実施 

利用間 材の 効利用 

森林整備の中心的 担い手 あ 森林組合、林業事業体及び林業就業者の連携 体制強

化 

新規就業者の確保 育成 

 

 

 水産業 

 

 現況と問題点 

 

当 の海面漁業 い 、周辺海域の来 資源 の減少 主要魚種 あ 、 等の

回 魚 の依 弊害 え、外食 ン店の 価 化や 主 の値決 値

力の増大 魚価 迷、嵩 生産コ 漁船燃料、漁業資材費の高騰 、漁業者の高

齢化 性的 担い手 足 漁 活力の 等、依然 厳 い状況 あ た、近

の沿岸海域 い 、海水温の大幅 変動等、海洋環境の 化 危惧 、 然資源の

海面漁業の危う を露呈 い  
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た、海面養殖 い 、冬 の波浪の影響 静穏度 保 いた 、その実施 い

困 状況 あ  

水面漁業 い 、軌道 乗 た ウの養殖 、近 、 神山地を源流 赤

石川の代表魚種 あ の増養殖 本 化 、 各河川向け 流用 稚魚 を、 た

飲食店向け 食用 成魚 を出荷 い い 、増養殖 術の向

、関 機関 団体 の連携 力の 、河川環境の整備、適 流事業、密漁防 対策等

を 的 実施 た 、一時、減少傾向 あ た資源 の回 成 た そ

組 、赤石川の金 を求 漁者 増 観光面 い 一定の成果を た 、今後

の地域振興、地域経済活性化の起 剤 期待 い あ  

 

 その対策 

 

海面漁業の振興 い 、 漁業 び漁場の整備を推進 漁業生産の向 、及び、生産

流通、 売、消費 一連の過程を改善 魚価の向 、資源の価値

を高 品の開発 組 た、当 の海面漁業 、冬 集中 、

特 夏 の水産振興策 点を置 、 間を通 安定 た漁業 入 所得の確保

 

一方、水産業を維持 せ た の対策 担い手育成等 い 、地域を代表 生業

その価値を高 組を実施 、 の子供 を対象 、水産業 対 興味

理解醸成を い 体験学習の機会を設け 、漁業後 者の確保  

た、海面養殖の振興 い 、当 の沿岸海域の環境 適 た水産動植物の育成試験を実施

 

水面漁業の振興 い 、その を成 ウ、 等の増養殖事業の安定 営

、赤石川を代表 の 的 流事業を実施 一方 、魚道の整備や環境保全を推進

資源の維持増大  

以 の対策を踏 え、活力 魅力あ 水産業の振興 活性化を目指 、以 の施策を推進  

 

く 育 漁業 資源管理 水面漁業の 組  

、ク エビ等の種苗、稚 ワビ、稚 コの 流事業の  

要魚種 あ 等の魚礁、 リ 産 礁の設置及び調査 

の産 場 藻場礁の造成 

、 等の種苗 流事業の  

魚道の改修 整備 

密漁防 を目的 た の実施 

 

魚価向 を図 組  

漁獲物の品質管理 衛生面等 の徹底 

水産 品の新規開発 
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気象条件を考慮 た養殖 術の展開 

  ※冬 の波浪等の 条件 耐えう 水産動植物 ワ 、 等 の養殖 

高鮮度 活魚、活 出荷の推進 

 

その他の 組  

漁業後 者の育成 確保 

漁港の整備 

 

 

 地場産業の振興及び企業の促進 

 

 現況と問題点 

 

当 の地場産業 、農林水産業の一次 を 、飲食料品を中心 規模 卸、

売業や製材業等 主体 、 次産業 少 い 地域資源を活 い いの

現状 あ た、観光リ 施設等の整備 進 間 万人前後の観

光客 訪 い わ 、農水産物を 豊富 地場産品を活 た 土産品

や特産品等 意外 少 く、住民を 観光客 広く認知 商品開発等 早急 求

い  

 のた 、当 い 、漁 、農 、森林組合、商 会等の関 機関 団体 の連携を強化

、農林水産物等地域資源を活用 た付 価値の高い商品等の開発促進 、関 実施主体の養

成 新た 起業化の促進を い 各種事業を展開 い あ 効果発現 結び

い い い現状 あ  

 

 その対策 

 

地場産業の振興 い 、事業者の自 力 主体的活動を 長 、地域特性を生

た 自の製品づく や 路 大 、 関わ 起業化を促進 た の支援

対策を実施 その方向性 、漁 、農 、森林組合、商 会 関連機関等

の連携強化を図 地場産品の ン 化、 術指 の 実や流通体制の整備を促進

の 、 、地場産品の振興 開発 特化 た施策を展開 た 、地場産品の研究 開発、

起業化のた の情報 供、 術指 等を促進 の  

た、地域 け 起業化 い 、地域 新た 経済活動を創出 いう視点の確保

要 あ い当 、農林水産業を 伝統的 産業 派生 産物 農林水産

物 、気候風土 わ た 文化や生活の知恵の数 、海 山 川等あ あ ゆ 観光 、

世界自然遺産 あ 神山地 代表 う 豊 自然環境、 津軽藩の御用港 栄

えた歴史的背 等 角度を変え 経済的価値を 地域資源 数多く 、 え 、個性豊

人材 民 いう最 誇 資源の あ 、創意 を凝 ビ ネ 起業
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の素材 その 効活用を検討  

昨今、地域住民 主体 組 発型の活動 事業 コミュニテ ビ ネ 注目を

浴び い 、地域 の価値あ 資源を活用 、 的 ビ ネ 益性 いう要

素を 味 た事業 組 展開 いう の 、地域住民 地域の課題を解決 、

た直接的 関わ 人 含 地域を 気 いく地域密着型のビ ネ あ 、閉塞感 抜け

出せ い当 経済を活性化 併せ 地域 用の創出 く新た 口 、その 入 能

性を検討  

 以 の対策を踏 え、地場産業の振興 起業の促進を図 た 、以 の施策を推進  

 

商品の研究 開発及び起業化促進のた の情報 供、 術指 等を促進 た の支援対策の

実施 

農林水産物等地場産品の流通 売体制の確立 

新商品の開発 研究の情報 供及び 術指 の 実 

起業化のた の施設、設備の近代化及び新商品の開発 研究等 対 支援策の 実 

業 術系学校や研究機関の誘致 人材確保対策の推進 

鰺ヶ沢 ン 認定制度の創設 ン クの作成  

コミュニテ ビ ネ 発型産業の創出 、人材 組 の育成、支援体制の構築 

 

 企業の誘致対策 

 

 現況と問題点 

 

当 の誘致企業 、 維 業 、リ レ 施設 、 テ 、食料品製造業 いう

状況 あ 、 数 全く変化 い 前 企業 法人の絶対数 少 い当 い 、

地 就職を希望 者等を 用吸 け皿 十分 いえ 、多くの 外流出者や出稼 就

労者を生 結果 い  

当 、 の う 状況を踏 え、地域性を生 た産業立地や特別 ク の展開

等、 経済や 用対策 効性の高い企業誘致対策 求 あ  

地域の経済 迷 中 、地域資源を活 た特産品 ビ の開発 路開拓 、農

商 の連携を 新た 用の創出 見込 コミュニテ ビ ネ 、意欲のあ 人物の

起業展開を支援 制度 求 い  

た、津軽地域経済振興の 点を目指 、昭和 着 た七 長浜港 、 成 一

部供用開始 、 石灰石、砂、石材等建設資材を中心 た移出入 利用 、 成

度以降 扱数 万 ンを超え 、徐 あ 着実 その 注目 あ

、当港 い 、 間を通 た港 静穏度の保持 困 、 冬期間の利用

能 状況 あ 、港湾利用 連動 た後背地の活用 基づく産業立地構想の停 等、依然

厳 い状況 あ の 、通 安心 利用 港 の整備 高

ク 道路の整備 求 い  
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② その対策 

企業誘致 い 、地域経済の活性化、 用創出を図 た 効 手段 あ 、将

来性のあ 産業分 あ 、 当 及び 津軽地域 い 入 能性のあ

分 、関連の 望企業等の誘致を積極的 進 、企業誘致の促進 確実 結び く必要

条件整備 い 積極的 進 の  

た、 用促進 起業の促進を推 進 た 、金融機関、商 会等の連携を強化 、創

業支援 ミ 、専門家 支援対策を行い、起業 必要 ビ ネ の構築、資金調 の

方法 創業 向けた対策を進 の  

 臨海型企業誘致 い 、七 長浜港の整備 必要 、主要地域等を結 高

ク 網の整備促進 い 関 機関等 対 積極的 要望 いく の  

 新た 産業立地の誘 い 、相互連携 能 支援ネ ワ クの構築を図 、当

及び青森 津軽地域の特性を活 た産業誘 等の調査を進  

 

企業立地促進法及び農 地域 業等 入促進法 基づく誘 施策の活用 企業 入の促進 

津軽地域の活性化を誘 七 長浜港の整備促進 港湾利用及び後背地利用の促進 

高 交通網 対応 た ク 道路 基 道路等の整備促進 

新た 産業立地を誘 た の産業や ク 事業等の調査 

企業誘致を推進 た の支援ネ ワ クの構築 

誘致企業の優遇制度等の 実及び誘致体制の強化 

企業誘致を推進 た の地 入態勢の強化 実 

企業 求 人材の確保 育成 

 

 商 業 

 

 現況と問題点 

 

 鰺ヶ沢 け 商業振興 、昭和 ン た SC を中心 前商店街の商業

集積を た の ン 整備を進 一方、観光客を対象 漁港地域の特性を活 た商業振

興を進 た 、鮮魚 ン 成 ン た 成 撤 、

その後 成 海の わ 鰺ヶ沢 の農林水産物 売及び観光情報の発信施設

現 い  

 、国 進 経済政策の効果 、 地方 い 、 前商業集積事業の頓挫や

個人商店の経営 振 撤 等、地 商業者の活力 い  

 た、国道 101 号 の全面開通 い、鯵ヶ沢、舞戸 の人口流入の減少や、

周辺 の 、コンビニ等の 外資本 店舗の進出 地 商店 の影響、

西 商域圏 の郊外型大規模 売店舗の進出 伴う消費者の 外流出等 わ 厳 い

状況 あ  

 、SC 、零細経営の商店 の当 、人口減少等 活力
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の 、店舗の老朽化、経営者の高齢化及び後 者 等 、 客 進 経営 振

閉店、廃業 目立 、商業界の再編成 含 早急 対策を講 いく必要 あ  

 

 その対策 

 

今後の鰺ヶ沢 け 商業振興を図 いく 、指 機関 あ 商 会の機能強化 商業者

対 経営指 の 実、意識改革、多様 消費者ニ の対応等、商業会の再編 含 他市

異 自の商業振興策を展開 いく必要 あ  

 た、 け 商業地域をエリ 分け 、エリ 特性を活 た商業振興を図 い

く の  

 

国道 号 形成 た商圏 の対応 の郊外型商業街 の形成促進 

前商店街の地域コミュニテ 商店街 の商業 ン 整備 活性化 事業の実施 

海の わ ～新海浜公園を中心 た海岸部の商業街 形成促進 

各商業街 主要道 の ク 整備 

地域の魅力を発信 ン 開催 

 

 観光及びレクリエ ン 

 

 現況と問題点 

 

人口流出 過疎化 著 い当 い 、観光の振興 交流人口の増大 第 次産業を

様 産業 の波及効果を促 、地域経済発展 の効果 期待 い  

 鰺ヶ沢 山、川、海 い た自然及び 幡宮大祭、国指定史跡種 城趾等の歴史、文化 い

た豊富 観光資源 恵 、漁港、 公園を中心 海岸部 青森 リン

リ ク 、鰺ヶ沢 ン ン クを中心 岩木山 麓地域、世界自然

遺産 神山地、く く の 、金 棲 赤石川流域の のエリ を 機的 連携 せ、

津軽藩発祥の地、津軽藩御用港 の歴史的、文化的 要素を絡 総合的 振興を目指

い  

 、赤石川流域 い 、 成 赤石渓流線の閉鎖 付近 土砂災害 発生 、

現 通 、く く の 及び周辺の観光 い状態 あ その開通 待た い

あ  

 た、各観光 施設 個 相応の魅力 機能 あ のの、各所 散 い

、各エリ 観光地 の質 的 集積 十分 あ そのた 、 を代表

う 観光地 誘客を図 十分 いえ い状況 あ 、 た、施設自体の老朽化 進

い 、破損 目立ち、補修 必要 い  

 、新青森 及び青森空港 の交通 ク 、各エリ 間の ク 面 け 整備の立

ち遅 広域観光 の 点 得 い要因 い  
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 様 、 型観光を考えた場合 目玉 う 観光資源 あ 、体験型観光の開発 足、

地場産食材の PR 足、 け入 態勢の整備 足等 、他の観光地 比較 今 脚光を浴

び い原因 思わ  

 

 その対策 

 

成 度の 海道新 線開業を契機 、観光資源の掘 起 や磨 、海岸部及び岩

木山 麓、 神山地～赤石川流域の各エリ い 型、体験型の観光地 、交通 ク

を整備 見 、 食 、 、 泊 の各条件を備えた質 観光地 の

魅力を高 いく の  

た、外国人旅行者 の対応 遅 い 、外国人向けの観光 の開発、観光施設

の案 表示板の設置等を整備 、 外国人 興味を持 和食等の開発を行い、 飲食店

の 及 図 誘客促進を図 必要 あ  

 

鰺ヶ沢 ン ン ク の 型 体験型施設の整備 実 

海の わ 、 公園を中心 た海岸部の観光地整備及び海洋レクリエ ョンの

推進 

津軽地域、 東 エリ け 観光 化、 型 体験型観光の推進 

旅館、 テ 等の連携強化 け入 態勢の整備 観光 ンテ 養成

リテ の 実 

旬の食、物産の開発等、関連産業 連携 た観光振興 

世界自然遺産 神山地及び赤石川流域の観光 い 、渓流線崩落現場の開通 合わせ、く

く の レ及び道路周辺の整備 

の特色を打ち出 た ン の創出 四 の特性を活 た ン の開催 

外国人 け入 態勢の構築 

 

 その他 

 

 現況と問題点 

 

青森 日本海側 唯一の物流港湾 あ 七 長浜港 、 千 ン 岸壁、 千 ン 岸壁各

及び公共 を 、現 、港 の静穏度向 を図 た 、 防波堤の延伸 事 進

い  

 の実績 、石灰石、砂、石材等建設資材を中心 移入の の利用形態 あ 、 成 12

初 産の砂 、その後中国福建省産の川砂 相次い 輸入 、 成 22

中国 海港 青森 産木材の輸出 始 い の う 環日本海 け 経済交流

徐 あ 着実 その歩 を進 い  

 、冬期間 12 ～3 日本海特 の気候の影響を けや く、安全 入出港及
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び停泊 厳 い状況 あ 、 え 、 ク 道路や後背地の整備 思いの外進 、産業立地構

想 新産業創出や物流の開拓 停 い 状況 あ  

た、外航 い 、現 、当港 関税法 の 開港 あ 、外国 の 物の輸出入

要 手 複雑 あ 、新規物流品目の開拓 厳 い状況 あ  

 

 その対策 

 

当港 物流港湾 津軽地域振興の 点 、真 その活用を促進 た 、 扱 物

の利用 を増や 決 あ 、そのた 既 品目を維持 、併せ 利用 能 新規物流

品目 い 積極的 能性調査 掘 起 を実施 、効果的 の

強化 、国 け 扱 の増 を目指  

た、将来の 開港 国 港湾 い 、 扱 物 の輸出入実績及び外国貿易船の入出港

実績 開港 指定 た の 要 要素 あ 、現実的 厳 い のの、段 的

柔軟 、通 利用 能 港湾機能の整備 荷役関連施設の整備、主要都市等を結 高

ク 道路の整備、港湾利用型産業立地を目指 た後背地の一体的 整備等を進 、

い 国 等関 機関 の地道 議検討を の  

 

事業計 成 度～ 度  

自  立    進    業    
 業 内 容 

業 
備考 

施  策    分 施   設    主体 

1 産業 振興  盤整備      

      農業     

        
営鰺ヶ沢 地 農業用河川 作物応

急 策 業 担金 
  

        
営大堤地 た 池等整備 業費 担

金 
  

        
農業用た 池点検調査(詳細)業務 4箇

所 
  

        農業用た 池改修 業   

        農業用た 池廃 策 業   

    
農業用施設等点検 長 命化修 計 策

定 業 
  

    
農業用施設等修 業 

新湯 橋 他  
  

    土地改良施設維持管理適 化 業   

      林業      

       
林業振興 策推進 業費補助金交付

業 
  

       森林計 推進 業   

     漁港施設      
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自  立    進    業    
 業 内 容 

業 
備考 

施  策    分 施   設    主体 

        水産施設改修 業費 担金   

    水産物供給 盤機能保全 業 担金   

        漁港施設機能強化 業 担金   

     経営近代化施設      

      農業      

        ん わい化栽 等施設整備 業費補助 
営農 

集団 
 

     地場産業 振興      

      生産施設      

        農産物等集出荷機械施設整備 業 
営農 

集団 
 

        野菜等産地強化総合 策 業 
営農 

集団 
 

      加 施設      

        農産物等処理加 施設整備 業 
営農 

集団 
 

      流通販売施設      

        養殖施設改修    

        増養殖施設改修    

    地域商社整備 業   

     商業      

      そ 他      

        海 駅振興 業   

    地場産品活用推進 業   

     
観光又

ン 
     

        
観光関連施設改修 業 キ ン ン

等改修  
  

       
観光関連施設改修 業 白神 森 山道 

建屋  
  

       
観光関連施設改修 業 白神 森 山道 

歩道等  
  

       
観光関連施設改修 業 白神 森 山道 

屋外  
  

       観光関連施設改修 業 白神    

        園改修 業   

       くろく 滝観光 整備 業   
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自  立    進    業    
 業 内 容 

業 
備考 

施  策    分 施   設    主体 

    鰺丸 改修 業   

    誘客 進 業   

    観光 PR関 業 歓迎 改修等    

       外国人 入態勢構築 業 
観光 

協会 
 

       山車会館建設 業   

     
過疎地域自立

進特別 業 
     

    水産業研究育成 業費補助金 漁協  

        漁業者支援助成金 漁協  

        農業振興 大推進 業費補助金 
農業協 

組合 
 

        駅前観光案内所 営 業 
観光 

協会 
 

        商 振興 業費補助金 商 会  

    各種 ベン 開催 業助成金 
観光 

協会 
 

    観光協会補助金 営費補助金  
観光 

協会 
 

        プ 商品券発行 業 商 会  

    新推進体制構築 業   

    薬草等栽 支援 業   

    10  そ 他      

        七里長浜港建設 業 担金   

    特許 得支援プ 業   
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 交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進 

 

 道の整備 

 

 現況と問題点 

 

通学路等の歩道整備 い 、現状 危険箇所等の対応等 十分 あ た 、歩行者等の安

全確保 、 リ リ の推進 配慮 た施設整備 求 い  

 

 その対策 

 

た、人 優 い ちづく 等福祉関連施策 配慮 た道路整備 い 、子 や高齢者

のた の歩道等弱者 配慮 た施設整備を図  

 

 

 農道、林道の整備 

 

 現況と問題点 

 

農道 い 、 場等土地基 整備 完了 高生産性農業の確立 実践 能 地 を中心

整備 進 い 、 線農道 広域農道 中心 支線農道の整備 立ち遅 、細部

わた 農地の団地化や農業機械の効率的利用 結び い い い状況 あ 農産物の荷痛 防

道路整備 い 、住民生活や産業を支え 社会経済基 施設 あ 、地域間交流 都

市部 過疎地域 け け 人的 物的交流の基礎 、いわゆ 地域振興 い 要

要素 あ 、必要 施策 点的 整備 た  

道整備の状況 、 成 25 度 時点 い 道改良率 80.9％、舗装率 86.3％ 高い

水準 あ のの、依然 住宅密集地や集落間を結 道路 幅員 いうえ、危険箇所 多く、

交通 支 を来 い 状況 あ た、 線 道 い 、急勾配、急 多い

、特 冬期間の交通安全確保のた 、早急 整備 求 い  

た、 道の舗装、橋梁等の劣化 進 い た 、安全対策や抜本的 維持補修等 求

い 、財政事情 厳 い中 、その進捗 遅 を い  

道路 網 、住民生活 産業振興全般の基礎 社会経済基 施設 あ 、そ

地域活性化を図 極 要 基本的 施設 あ 道路網の整備 い 、 基 路

線の 幅及び集落 生活道の改良 舗装や冬期間の交通安全対策を実施 、高 交通体

系確立のた の ク 網の整備促進、当 広域的経済社会生活圏の中心都市 を結 基 的

道路の整備 等道路交通網の広域的ネ ワ ク化やその形成 向けた対策 配慮  

 橋梁 い 、橋梁点検を実施 、長 命化修 計 基づく予防的 修 、橋梁の長

命化を図 、地域の道路網の安全性 信 性を確保 た 、橋梁補修の整備促進を図  
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品質向 通作、輸 等の流通の改善及び農業施設の 効利用を図 の 、 線農道を

中心 整備を行 た  

農道橋の老朽化対策 緊の課題 あ 、橋梁点検 長 命化修 計 を策定 、計 的、効率

的 改修、更新  

林道 い 、多面的機能を 森林の適 整備及び林業経営の効率化等を推進

要 施設 あ 、林道の機能を減殺 せ い う、保全管理  

た、林道橋の老朽化対策 緊の課題 あ 、 ン 長 命化計 を策定 、計 的、効率

的 改修、更新  

 

 

 その対策 

 

 

農道整備 い 、地域農業の近代化 農業経営の安定化を図 た の生産基 あ

、農 生活環境 い 要 役割を い 線農道の整備 、支線農道や集

落間を結 連絡農道の整備等農業農 の総合的 環境づく  

  た、林道整備 い 、引 主要 線の整備を進 、併せ 細部 わた 作

業道の整備を行い、適期 採、再造林の 滑 森林の ク を確立  

 

 

 交通の確保 

 

 現況と問題点 

 

地方 抱え 共通の問題 公共交通の維持 あ の 及や少子高齢化及び過

疎化等 、 利用者の減少 歯 減便や路線廃 を余儀 く 、住民

生活の足の確保 い 実 様 問題を抱え、その解消の 方 慮 い  

を走 路線 、通学、通院、 い物等、地域住民の日常生活を支え 公共交通機関

要 役割を果た た 、 リ ョン等の 及 利用者の減少 賃

入の減少を た 、交通事業者 厳 い経営状態 、路線 の 確保 深刻 問題

い  

、路線 等 、子 、学生、高齢者等交通制約者 通学、通院等の 要

交通手段 あ 、当 の 広域的 課題 捉え 必要性 、その 、確保対策

関 事業者 対 営費補 等の支援を実施 の総合的 対策を講 い  

一方、当 い 高齢化率 37％ 成 27 1 を超え い 、急 人口減

少、高齢化 進 、過疎化、 家族化 進 、高齢者の一人世 、 婦世 増え 中、外

出 困 高齢者 増え、社会的 立 懸念 い 社会的 背 等 山間地域の集落

、個人商店の廃業 相次 、 転 い高齢者 、20km以 た地域 の い物の
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外出 困 、 交通 便 た 、自 車を 転 け 高齢者 多く、交通事故

懸念 い 今後 住 た地域 、い 安心 暮 け う、日常生

活の交通手段を 効率的 方法 確保 いく 求 い  

 

 

 その対策 

 

地域公共交通の確保対策 い 、住民生活 暮 を支え 社会基 施設 路

線 を維持 いう考え方を前 、引 路線維持のた 関 事業者 対 支

援を実施  

公共交通の確保対策 抜本的 見直 作業を く、 成 27 2 地域公共交通会議を立

ち 、将来持 能 公共交通計 の策定を く 組 を始 た あ 、地域の実情

を踏 えた地域公共交通の新た コミ ニテ ン い 、立地条件、

地勢、学生 高齢者等人口動態、直接的 住民の要望等を地 分析 定 実態把握

、利便性、効率性、事業性等を十分 考慮 た最適 交通 の 入  

 

 

 電気通信施設の整備 

 

 現況と問題点 

 

当 、 成 24度 一部、防災無線の 化 親 遠隔操作 中 を実施致 定

時及び緊急 効果を い  

、 の 声子 や個別 信機 予備親 移動系無線等 関 使用

い 、使用期限 成 33 更新 能 リ 規 のた 、早急

無線の移行 必須 い  

 一方、近 急 及 進 い 携 電話等の移動体通信 い 、その必要性の

高 、 全域 発信 能 い 、一部、山間部等 発信 能

地域 た 、早急 通信 差是 を図 、観光エリ 等 け 携 電話利用

のニ 対応等 発信 能 域の 大 求 い  

 

 

 その対策 

 

防災行政無線 い 、長時間の停電 耐え得 う、自家発電設備等の整備を進 、

化 い い 声支 及び予備親 等の整備を計 的 実施 、 感地域 の中

整備や 感解消機器の 付け 、災害等緊急 対応 機能 実  

携 電話等 い 、利用ニ の対応の 、移動通信 の 発信 山岳遭 対策
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い 効力を発揮 、山間部の居住 域や自然観光施設を中心 、移動通信用施設の

整備を図 、情報 差是 の  

 

 

 情報化の推進 

 

 現況と問題点 

 

 現代社会 、情報通信 術 あ ゆ 分 活用 、社会経済の 要 基

い の う 情報化の進展 、生活環境の改善や、産業経済の振興等地理的 利性

く 時間距 の制約を 和 大 効果 期待 い  

当 い 、 遠隔性、情報 差等 大 課題 いた 、 成 21 度 光

網を整備 、 ン 環境を構築 た 、地域 け

うやく解消 た あ  

ン 等情報通信基 環境の 実 、住民レ の 等の 及、地理的 利性の

克服、様 分 け 地域間 差の解消 結実 予想 のの、その一方 、現

、住民 行政の積極的 連携を進 あた の行政情報の 供 容 利便性 高

く 要 効率的 行政情報 ビ の 実 や、住民 行政の情報共 化 向け の情報 テ

づく 課題 い  

た当 の光 網 い 、当 持 地理的特異性 長大 距 、

の老朽化や経路変更 の再架線等 い 計 的 施設改修 必要

い  

 

 

 その対策 

 

 当 い 、高度情報化社会 対応 た 情報化ネ ワ ク テ の構築 向け 、

情報通信基 を活用 た地域情報や行政情報の積極的 供 集を図 、住民 行政の連

携、地域間交流等様 分 け 積極的 活用を推進 の あ  

た、光 網 い 社会基 施設の一 施設整備 の  

 以 、情報化の推進 あた 、以 の施策展開  

 

情報通信基 環境の 実 等の機能向  

住民 ビ の向 向けた行政組 部の情報化促進 

住民 行政の情報共 化 向けた地域情報ネ ワ ク等の構築 

情報通信ネ ワ クを利用 た行政情報公開の促進 

産業振興や保健 福祉 医療、教育文化、防災、 層の定住促進 公共的分 の情報化

行政 ビ の 実 
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 地域間交流の促進 

 

 現況と問題点 

 

自然回 志向 都市住民の間 高 い 、当 地域特性を生 、都市部

失わ あ 自然 観や安 を 供 機能を発揮 、都市住民 の交流 連携を図

組 求 い  

 た、国 交流 い 、移動手段の飛躍的 発 や の進展 、日本国

い 世界中の人 日常的 交流 環境 整 た 、あ ゆ 波及効果 生

周知の事実 い 当 の地域づく い 、人的交流 、芸

術文化、学術、観光等幅広い分 の国 交流の 能性を模索 必要 あ 、そのた の外国語

教育の 及 実や異文化理解、国 交流活動 等 ンテ 団体 対 支援等の機能強

化 今後の課題 い  

 

 

 その対策 

 

今後の当 け 地域間交流の 方 、当 の風土 育 た美 く潤いあ 自然

環境や歴史文化、農林水産物等都市部 い 失わ あ 豊富 地域資源の積極的

効活用を進 、 交流のあ た首都圏自治会組 や の応援団の を深 人 の

情報の流 を く 、 都市住民 の共生 交流連携を積極的 推進  

 た、国 感覚豊 人材の育成 交 理解を促進 た 、情報化、国 化社会 対応 た人

材の育成を図 、国 交流団体 ンテ 団体 対 支援等機能強化を図 の

 

 以 、地域間交流の促進を図 た 、以 の施策を推進  

 

都市部及び都市住民 の積極的 交流 連携の推進 首都圏地縁団体を た交流  

リ ン リ エコ リ 等の再編成 新た ニュ の構築 

都市住民 の積極的 連携 交流機会の創出 交流居住 定住 の展開 

情報 発信の体制整備 国 外問わ 等情報発信の 実  

国 交流事業の推進 諸外国 異文化 の理解醸成、民間国 交流 支援育成  

ン ン 大学生等職業体験実習の 入 制度の 及 交流促進 
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事業計 成 度～ 度  

自  立    進    業    
 業 内 容 

業 
備考 

施  策    分 施   設    主体 

2 
交通通信体系 整備、

情 化及び地域間交流

進 

 市 道     
  

    道路     
  

        

赤石渓流線 

L=700ｍ 

W=5.0ｍ 

   

        

赤石渓流線 

L=4000ｍ 

W=4.0ｍ 

   

        

赤石渓流線 

L=1500ｍ 

W=4.0ｍ 

   

        

赤石 通線 

L=500m 

W=6.0m 

   

        
目内崎開源橋線 L=500m 

W=5.0m 
   

        

唐 金沢線 

L=200m 

W=5.0m 

   

        

漆原線 

L=100m 

W=3.0m 

   

        

第 代線 

L=500m 

W=4.0m 

   

        

西岩木山線 

L=300m 

W=7.0m 

   

        

中 長平線 

L=300m 

W=7.0m 

   

        

長平中央線 

L=300m 

W=5.0m 

   

        

間木中央線 

L=200m 

W=6.5m 

   

        
安田橋 屋敷線 L=500m 

W=4.0m 
   

        
湯 長平線 L=150m 

W=4.0m 
   

        
一 森中通 線 L=150m 

W=5.0m 
   

 

 

    

赤石中通 線 

L=400m 

W=5.0m 

   

  

  

    

長間瀬線 

L=300m 

W=4.0m 

   

        

除木線 

L=200m 

W=4.0m 
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自  立    進    業    
 業 内 容 

業 
備考 

施  策    分 施   設    主体 

2  

交通通信体系 整備、

情 化及び地域間交流

進  

き   

    

高校裏通 線 

L=400m 

W=5.0m 

   

      
西 島大高山線 L=150m 

W=5.0m 
   

        
西 島高校線 L=150m 

W=4.0m 
   

        
夜住宅 1号線 L=100m 

W=4.0m 
   

        
細ヶ平派立 通 線 L=70m 

W=5.0m 
   

      橋梁       

        

梨中橋 

L=108m 

W=5.0m 

   

        

や大橋 

L=125m 

W=7.0m 

   

        

開晴橋 

L=93m 

W=4.5m 

   

        

浮田橋 

L=37m 

W=5.0m 

   

        

長間瀬橋 

L=36m 

W=6.0m 

   

        
文 ｴ門川原橋 L=45m 

W=5.0m 
   

        
山田野中央橋 L=20m 

W=5.0m 
   

        

館 1号橋 

L=28m 

W=2.5m 

   

        

鏡世橋 

L=121m 

W=6.0m 

   

 

 

    

新安田橋 

L=35m 

W=7.0m 

   

  

  

    

神禮橋 

L=28m 

W=8.0m 

   

        

鰺ヶ沢誇線橋 

L=156m 

W=9.0m 

   

      そ 他       

        

防雪柵 

長平中央線 

L=300m 
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自  立    進    業    
 業 内 容 

業 
備考 

施  策    分 施   設    主体 

2  

交通通信体系 整備、

情 化及び地域間交流

進  

き   

    

防雪柵 

中 長平線 

L=300m 

   

      
橋梁照明配管修 及び道路照明 LED化

業 
   

     林道       

        林道橋修 業    

        

第 野脇線 開設 

L=2,500m 

W=4.0m 

   

        

姥袋線 改築 

L=20m 

W=4.0m 

   

        

野脇線 改築 

L=50m 

W=3.6m 

   

        

第 森線 改築 

L=300m 

W=4.0m 

   

 
 

    
津軽沢線 改良 

橋梁 1箇所 
   

 

  

    

姥袋線 舗装 

L=3,000m 

W=4.0m 

   

  

 

    

森線 舗装 

L=800m 

W=4.0m 

   

        

薬師山線 舗装 

L=200ｍ 

W=4.0m 

   

        

堤 沢線 舗装 

L=300m 

W=4.0m 

   

     

電気通信施設等

情 化 た

施設 

      

      そ 他 情 化       

        情 通信 盤維持 業    

     道路整備機械等       

        除雪機械購入 業    

      除雪機械車庫建設 業    

  10  地域間交流    

    ン プ設置 業   

  
 

(11) 
過疎地域自立

進特別 業 
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自  立    進    業    
 業 内 容 

業 
備考 

施  策    分 施   設    主体 

2 
交通通信体系 整備、

情 化及び地域間交流

進  

き   

    
林道橋長 命化 

修 計 策定 業 
   

   路線 維持確保 策補助金 
 

業者 
 

    地域 共交通網形成計 策定調査 業 
交通

会議 
 

      買い物等支援 行 業    

    ン 等 行 業   

        コ 等 行 業    
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 生活環境の整備 

 

 水道、 水処理施設の整備 

 

 現況と問題点 

 

当 の 成 24 度 の水道 及率 81.0％ 、全国及び青森 の水準を 回 い 水道

及地域 い 、飲用 戸、湧水等を利用 の集落 の 規模水道 補完 い 状況

あ 、 水等 水 足や水道施設の管理 十分の問題等 、飲料水の安定供給

衛生管理 課題 い  

た、 水道 簡易水道施設 い 施設の老朽化 進 い 計 的 施設改修等

求 い 、給水人口の減少 伴い 益 減少 い 、資本投 の抑制を

せ を得 い状況 い 投 資本の回 再投資の ン 健全  

  一方、近 、住民の の変容等 伴い、河川及び海洋の汚 懸念

あ 、現 、生活排水及び産業排水等 特定業種 法規制のあ 産業を除い 、大半 汚水処

理 く河川及び海洋 出 い 状況 あ 、 水処理施設の整備 急務 い

 

  のた 、農業集落排水事業の 入 成 度 長 地 を、 成 度 中 地

種 地 を、 成 度 建石地 、 浮 地 をそ 着手 、現 地 供用

開始 い  

  た、公共 水道事業 い 成 度 い 事業認 、 成 度 一部供

用開始 、現 計 的 事業 進 い  

 、 水処理施設の 供用地 い 、近 、少子高齢化、過疎化等の急激

進行 人口減少や、長引く 況 の経済 用情勢を 映 所得世 の増 高 家庭用

水処理設備費用捻出の 慮等 等 、一般家庭の 水道 入率 伸び い 状況 あ  

 

 その対策 

 

定住促進、人口の流出防 、住民の生活水準や公衆衛生の維持向 のた 、安全 衛生的

快適 必要最 限の生活環境 社会基 施設の整備 必須 あ  

  のた 、水道の 及地域 あ 、住民福祉向 の観点 水道及び簡易水道の 域

を推進 、既 施設の改善や衛生管理指 の徹底 の  

  た、 水道、簡易水道 い 、今後の地域社会の動向を注視 、需要 応 た計 的 水

源の確保や施設整備  

 、 水処理施設の整備促進 あた 、地域の実情 応 公共 水道や集落排水施設等

の計 的 整備を図 、住民 対 快適 生活環境の形成 及活動 併せ、積極

的 入促進 の  

 



- 41 - 

 

 、 尿処理施設の整備 

 

 現況と問題点 

 

当 け 尿処理 い 、深浦 の連携 組 西海岸衛生処理組合 一部

事務組合 共 処理を基本 、 全域の 集 搬 処分の体制 整 い  

処理施設 い 、 ン等 害物質の発生 懸念 類 処理 能 最新

術 設備を兼 備えた 焼 粗大 処理施設及びリ ク 関連施設 称 エコクリ

ン 、設置場所 深浦 成 稼働 、 た鰺ヶ沢 一般廃棄物最終処分

場の 余容 逼迫 いた 整備 た西海岸一般廃棄物最終処分場 新最終処分場、設

置場所 鰺ヶ沢 の供用 い 成 度 開始 、環境の安全性の確保 最大限の

配慮を た高度 テ 入 い  

尚、大和 地 の旧 焼 処理施設 い 、 ン対策等を考慮 解体事業計 を

早急 策定 必要 あ 、 た、 成 度 新た 使用済 型家電の回 を実施 た

、現 の分別 集 種類 た 、 総排出 対 資源 の 少

い状況 リ ク 率の 迷 い い た 、今後 の減 化及び資源化 い 、住民

の啓発活動 必要 あ  

の 法投棄 い 、関 機関 力体制を築 巡回 視等の対策を講 い 、空

缶 空 び 廃家電製品等 人目 い山間部や道路脇、河川 海岸等 投棄

観及び環境 影響を え い その対策 、 法投棄防 の 板設置や住民 の啓発 動

を 必要 あ  

尿処理場 い 、昭和 転稼働 現 い 、老朽化 著 く最終処

分 の軽減を図 い のの処理容 限界 の課題 山積 い  

 

 その対策 

 

の減 化及び資源化 、西海岸一般廃棄物最終処分場の利用期間の延伸、 神山地等の地域

の美 い自然環境の維持形成、 地球温暖化対策 要 課題 あ そのた 、大

消費、大 廃棄の を見直 、 Ｒ リ ュ 発生抑制、リ 再使用、

リ ク 再生使用 を推進 、住民 快適 生活空間の形成や良好 環境づく 、

環型社会の形成を図  

家庭 排出 い 、 来の分別の周知、徹底を行う 、新た 、食品

の削減、生 の水 の 及、使用 い衣類等の回 を行い再利用化 組

た、事業所 排出 い 、雑 を回 資源化

会制度 い の周知徹底を図  

尿処理 い 、公共 水道 域及び農業集落排水施設整備地 け 一層の 入促進

、そ 以外の地 い 、生活雑排水 尿を合わせ 処理 合併処理浄化

槽の 及  
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 火葬場 

 

 現況と問題点 

 

斎場 成 供用を開始 以来 経過 、長 わた 使用 主火葬炉、

動物炉及び胞衣炉の炉 部 その周辺部の損傷 著 い状態 い 今日 火葬業務 支

を来 事 無い う、 損傷の激 い部分 改修 事を行う 良個所の部品交換等を

行い稼働 い 状況 あ 今後 設備の全面改修を行い、一層機能の 実を図 求

い  

た、案 標識の老朽化 標識 見えづ い等の問題 あ 、 外等の来場者 関 対 安

全 誘 求 い  

 

 その対策 

 

 営 関 、利用者 便を来 事の無い う の 指定管理者制度 適

管理 営を行う必要 あ 火葬炉の損傷 関 、全面改修 機能の保全を保 望

あ 、定期的 部品交換等の ンテ ン 作業を行い炉の長 命化を図 利用者

便を来 事 い う の  

 た、斎場の誘 標識を更新 外の方を安全 誘 の  

 

 

 消防救急体制の確保 

 

 現況と問題点 

 

 の常備消防体制及び救急体制 い 、鰺ヶ沢地 消防事務組合 深浦 の連携 組

一部事務組合 を組 、地域住民の安全を 、 安心 住 い地域づく を目指 、予

防活動や緊急時 備え い  

近 、住民の防火 対 意識 醸成 、火災の発生率 減少傾向 あ 、 面、四

を通 訪 来訪者の増 や、 の変容 伴う余暇 暇活動の多様化 、山

火事、交通事故、水 、遭 、急病等 出動件数 増 、一層の機動力の向 求

、救急救 体制の強化 いう視点 い 、資機材 装備や高度救急活動の 実

必要 あ  

た、消防庁舎の老朽化 深刻 問題 、人員の増員、設備の増強等 支 を来

い 早期 新庁舎の建設 求 、 、消防屯所 建築後 の 数を経

過 い 建物 あ 、維持管理費等多 の予算を要 、移転新築等 考慮 状況

い  

 非常備消防 い 、団員の高齢化や過疎化等 団 相次 、団員の確保 困 状況



- 43 - 

 

あ 、初期消防活動 支 を来 恐 あ 、施設、設備等の老朽化 問題 い       

 その他、災害 強い ちづく の基本的 組 、地震、 風等 型的 自然災害

、津波、風水害、土砂災害や近 リ 豪雨等予測 能 突発的 自然災害 対 、そ

の被害を最 限 、地域 け 自 、 共 、 公 の理念 基づいたそ の役

割を明確 、常日頃 相互連携 防災対策の 実 必要 あ  

 近 、当 地域住民自 率 自主的 防災活動等を行う 自主防災組 の結成を奨

励 支援 、災害 強く安心 暮 せ 地域づく 、 た、 の関連 災害発

生時 諸事情 情報 集や避 行動 自力 困 、第 者の支援 必要 要配慮者 高齢

者や 害者、乳幼児等 の保護 懸案 い 特 、災害時の要配慮者対策等 い 、

支援体制の 実、情報伝 体制の確立、要配慮者 対 地域住民の支援意識の譲成を図 、

地域防災力の向 実強化 求 い  

 

 その対策 

 

常備消防及び救急 い 、 民生活の安全を た 新庁舎の建設を た、設備の

実強化を図 、一層の機動力の向 体制整備を図 隊員の 術能力の向

の  

た、非常備消防 い 団員の人員確保 術能力の向 、婦人防火ク 等消防隊の結成

等地域 の防火体制づく を進 、機動力の向 及び水利施設 設備の整備、 実

を図 の  

地域防災 い 、自主防災組 を中心 災害時 け 各地 被害状況等の情報集約や

災害対策本部 役場 の情報伝 等連絡体制 情報伝 経路 の構築 、災害

対 意識醸成を目的 防災講演会の開催、津波 の作成 住民 の周知、災害

時避 誘 の表示板 標識の設置、防災資機材の 実、防災行政無線の強化 実等地域防災力の向

向けた 、 両面の対策  

た、特 要 災害時 け 要配慮者の保護等 い 、手 く い 会、

隣近所 の自主防災を基本 、要配慮者の直接的 保護の担い手 あ 近隣 力員 隣人

の養成強化  

 

○事務組合常備消防 

  消防車両の 時更新及び増強配備  

  消防資機材及び装備等の 実強化  

 

 ○非常備消防 

  新入団員の確保  

  消防団車両及び 搬式 ン の 時更新及び増強配備  

  消防資機材及び装備等の 実強化  

  消防屯所の補修あ い 新築  
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 その他の施設整備 

 

 現況と問題点 

 

当 の管理戸数の半数強 昭和 50 代 建設 た の 、経 伴う劣化や老朽

化 激 い状況 、 た、 家族化の進行 伴い高齢者の の世 増 い

、高齢者や 害を持 人 安心 暮 せ う リ リ 化 対応 た住宅 整備 高齢

者や子育 世 暮 や い利便性の高い住宅の供給 求 い 躯体の 合 い

、現 、 能 範 の修 対応を行 い のの、今後の 老朽化の進行を鑑 、将

来的 修 費用の増大 、居住施設 の安全性や信 性の 危惧

あ  

  た、一方 、当 、世界自然遺産 神山地を擁 豊 自然環境や広大 生活空間を

、 多様 美 い風 のあ 居住 生活空間の創造 や 新 い生活様式の実現 能 地域

あ 、自然環境の保全 調和等自然環境 の共生 環型社会形成 環境保

全 住民生活 経済活動 良好 環 テ の を創出 、 の 自性、自立性を高

いく必要 あ  

 

 その対策 

 

一般住宅等の整備 い 、希少 宅地を 効 活用 宅地の 効活用 いう視点 増築

く減築、環境 荷を考慮 新築 くリ をそ 推奨 た 、老朽化住

宅 い 次建 替えを行う 、昭和 50 度建設の鳴戸団地及び昭和 52 度建設の大

鳴戸団地の更新を図  

積雪寒冷地 け 快適 省エネ 住宅の整備を奨励 、既 住宅地の

道路整備や急傾斜地の崖崩 防 対策等環境改善 の  

 た、自然環境の保全 調和等自然環境 の共生 環型社会形成 の構築 い 、

環境保全 対 理解 認識、連携を高 う環境教育や環境学習の推進を図

、地球温暖化や最終処分等の問題 対処 を前 た、資源 環の環境づく や 術の

入、廃棄物の減 リ ク の推進、地域資源を活用 た新 省エネ の 入推進を図

、 エミ ョンの地域社会形成 向けた 組  
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事業計 成 度～ 度  

自  立    進    業    
 業 内 容 

業 
備考 

施  策    分 施   設    主体 

3 生活環境 整備  水道施設      

      簡易水道      

        鰺ヶ沢地 簡易水道 幹改良 業   

        芦萢地 簡易水道 幹改良 業   

     水道処理施設      

      共 水道      

        共 水道整備 業   

      
農業集落排水施

設 
     

        農業集落排水施設整備 業   

     廃棄物処理施設      

      処理施設      

        一般廃棄物収集車購入 業   

        旧 焼却処理施設解体 業   

     火葬場      

        斎場改修 業   

        案内 設置 業   

     消防施設      

       新消防庁舎建設 業   

        新消防庁舎 備品購入 業 
務 

組合 
 

        
資機 搬送用 整備 業 緊急援助隊

用  

務 

組合 
 

        広 更新 業 
務 

組合 
 

      除雪用 更新 業 
務 

組合 
 

        資機 搬用 入 業 
務 

組合 
 

        林野火災 作車更新 業 
務 

組合 
 

        号 ンプ車更新 業 
務 

組合 
 

        指揮車更新 業 
務 

組合 
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自  立    進    業    
 業 内 容 

業 
備考 

施  策    分 施   設    主体 

3  
 生活環境 整備 

き  
    号 ンプ車更新 業 

務 

組合 
 

        救助 作車 入 業 
務 

組合 
 

        可搬 ンプ更新 業( 通車両積載)   

        可搬 ンプ更新 業(軽車両積載)   

        ンプ車更新 業   

        ンプ車更新 業   

        積載車更新及び増強 業   

        屯所新築移転等 業   

        消火栓及び防火水槽増設 業   

     営住宅      

        営住宅建設 業   

     
過疎地域自立 進

特別 業 
     

        防災 策 強化 進 業   

        空き家 策 充実 進 業   

        自主防災組 結成 業   

     そ 他      

    
営鰺ヶ沢 地 農業水利施設魚道整備 進

業 
  

     急傾斜地崩壊 策 業費 担金   

        急傾斜地 策 業費 担金   

        防犯灯 LED化 業   

        防災行 無線整備 業   

        土砂災害 プ作成 業   

        防災倉庫新築 業   

 

 

 

 

 



- 47 - 

 

 高齢者等の保健及び福祉の向 及び増進 

 

 高齢者等の保健 福祉対策 

 

 現況と問題点 

 

当 の総人口 減少傾向 あ 、65 以 の高齢者人口 い状況 、

成 26 総人口 11,080 人 、一方、65 以 の高齢者人口 4,061 人 、高齢化率

36.7％ い  

高齢者人口を前期高齢者 65～74 後期高齢者 75 以 分け 比較 、後期高齢

者 75 以 人口 増 、 成 26 2,369人 、前期高齢者を 677人 回 い

一方、 成 25 を底 、前期高齢者 増 転 、今後、後期高齢者 益 増 の

 

の う 高齢化社会 い 、住民 願う 健康 生 いのあ 快適 生活 を確保 た

、自分の健康 自分 いう自覚を持ち、家族 の 、地域全体 課題解決

向けた 組や体制づく 求 い  

 護 ビ い 、少子高齢化の進行や 層の流出、高齢 身世 、高齢者の の世

の増 等高齢者を 巻く環境 大 く変化 、増 高齢者の 護ニ 対応

当 の大 課題 い  

 た、高齢化の進行 、 護を必要 高齢者 、就労意欲や、長 た豊富 経

験や け い た知恵 を生 地域社会 献 心身共 健康 高齢者 増

あ 、健康 高齢者や 護 家族 配慮 た福祉 ビ 、 護予防、健康づく 生

い対策の 実 強く求 い  

 

 その対策 

 

当 い 、急 進行 高齢化社会 対応 た 、 成 26 度見直 策定の第 6 期

鰺ヶ沢 護保険事業計 高齢者保健福祉計 基づ 魅力あ 自然の中 、高齢者 健康

生 いを 、い 自立 、自発的 社会参 出来 け合いの 実現 向けた体

制づく の推進  

た、一人暮 や 度の要 護 認知症 身体 護等 あ 住 た地域 、自分

い生活を人生の最期 け う、医療 護 護予防 住 い 生活支援

一体的 供 地域包括 テ の構築を図 、総合的 高齢者保健、福祉対策を実施

あた 次の施策の推進  

 

健康づく 疾病予防の推進 

護 ビ の質的向  

自立支援 護予防 ビ の 実 
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護を担う家族 対 支援の 実 

生 い対策の 実 

地域住民を主体 た活動体制の整備 

人材育成研修体制の整備 

 

 

 児童の保健 福祉対策 

 

 現況と問題点 

 

当 の出生数 、少子化の進行 減少傾向 い 、 成 10 108人 青森 保健衛

生統計 あ た の 成 15 74人、 成 20 54人、 成 25 47人 減

少 い た、当 け 成 27 現 の児童福祉施設 特定教育 保育施設 数 、

幼保連携型認定 園 公立 、 立 立保育所  いう状況 あ  

 の う 少子化の進行 、地域社会全体の活力の減 、一世 あた 家族構成員の減少、地域

連 意識の希薄化等 相俟 、子 を安心 産 育 環境を 一層厳 く い  

今後 少子化対策 併せ 、妊娠 出産期 の 目 い支援の 供を 、子育 や

い生活 社会環境の整備等 必要 い  

 

 その対策 

 

当 け 少子化対策の基本的 考え方 い 、少子化の進行その の 地域 け 社

会経済情勢の変化 要因 表出 の あ を十分認識 、そ 、子 の

健全育成 本来的 意味 け 地域を た 必要 課題 あ いう長期的 視点を確

保 、そ を踏 えた 地域の実情 た 組  

老朽化 著 く進行 い 児童福祉施設 い 、子 安心 快適 過 せ う、

た、保育環境の向 を図 た 、計 的 施設整備の 実を図  

た、子育 支援 い 、一般住民 子育 世 以外 、各関 機関 団体、行政 、子

の健全育成の必要性 意味を相互 理解 、連携 力の 地域全体 子育 を支援

環境づく や 体制の構築を図 、安心 子 を産 育 地域を目指

の  

 

子 子育 支援事業計 基づく子 の成長 た長期的 支援 

課後 の 実強化 

児童公園等の整備 

子育 関連 ン 機能の強化 子支援 ン 及び子育 ン の連携  

乳幼児検診及び保健相談指 の 実 

育児支援のた の各種支援対策の実施 関 機関 の連携強化 
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 子 医療費 成事業の  

 

 

 その他の保健 福祉対策 

 

 現況と問題点 

 

現 、進行 高齢化社会 対応 、当 い 高齢者福祉対策の 実 い

あ 、 害者等の利用 配慮 た施設づく や支援体制 十分 言え い状況 あ 、近

の 婚率の 昇 伴い増 傾向 あ 子 父子 家庭等の支援 い 、社会的 健全 生

活を確保 う 体制づく 求 い  

 た、出生数の減少 伴い、子 の数 必然的 肩 あ 、 中学校児童生 数

成 27 5 1 日現 3 前 成 24 5 1 日現 の児童生 数 比較 、110 人減

15.9％減 い  

 う た現状の打開策の一環 、子育 世 の経済的 担を軽減 、安心 子

を産 育 環境づく を進 必要 あ  

 た、現代の日本 一般 死者 火葬 、墓 入葬 、子 や 弟等親戚 供養

、代を 連 、墓の後 者の消滅等、親子、親戚間等の確執問題 無縁化

場合 あ 、その対策 慮 い  

 

 その対策 

 

害者福祉 い 、多様 害者のニ 対応 、福祉 医療 教育 労働等関 機関の

連携強化を図 、 害者の日常社会生活 の適応を支援 、社会参 の促進を図 た、

公共施設や生活環境等の整備 あた 、 害者等の利用 配慮 た施設づく 、

、 子 父子 家庭等の援護 い 、相談 支援体制の 実、各種福祉制度資金等の適

活用を推進 、総合的 支援体制の 実を図 の 、 た、子育 世 の支援策 一

層子育 環境の 実を図 た 、中学生 の医療費を無償化 経済的 担の軽減を図  

た、親類縁者の無い方 亡く た場合等困 事例 対 、迅 及び適 対処 た 、無

縁仏納骨堂を 寺 墓地公園 の移設及び新設を検討  

 

包括 保健 医療 福祉の連携 一 化 テ の構築 推進 

公共施設や生活環境等の配慮あ 整備 

差別や偏見の解消、思いや のあ 心の育成等の推進 ョンの 及  

人材育成 専門性の向  

医療費無償化 

無縁仏納骨堂の新設 
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事業計 成 度～ 度  

自  立    進    業    
 業 内 容 

業 
備考 

施  策    分 施   設    主体 

4 
高齢者等 保健及び

福祉 向 及び増進 1  高齢者福祉施設       

   そ 他       

        総合保健福祉セン 補修 業    

  
  

3  児童福祉施設       

  
  

 保育所       

        児童福祉施設整備 業    

    子 館改修 業   

    4  認定 園       

       立認定 園改修 業    

    8  
過疎地域自立 進

特別 業 
      

       健康 く 支援 業    

    地域包括 構築 業   

       子 療費助成 業    

       母子支援セン 業    

       乳児 やか支援 業    

       課後 業    

        子 子育 支援 業計     

    9  そ 他       

      福祉関 施設修 業    

      無縁仏納骨堂新設     
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 医療の確保 

 

 医療確保の対策 

 

 現況と問題点 

 

 当 け 医療施設の状況 、 成 27 現 、中 西 広域連合鰺ヶ沢病院の

、民間診療所 施設、歯科診療所 施設 あ 、病床数 119、人口千人あた の病床数 10.6

い  

 鰺ヶ沢病院 西海岸地域 あ 公立病院 長 地域住民の健康を支え た 、近 施設の

老朽化の問題 あ 、その対策 求 い 成 24 4 、 西 広域連合

、医療機能の再編 図 テ 病院 現 その役割を担 い  

連合立化 た 、医師を 医療 事者の 性的 足問題 関 あ 程度の

改善 図 い のの、高齢化の進行等 疾病構造の変化や、医療ニ の高度化 多

様化 の対応等、一層の機能 実 求 、現 、中 病院を中心 医療機能を分担

、圏域全体の医療 ビ の 実 期待 い  

た、自治体病院機能再編成 、中 病院 整備 た 、医療の質の向 を図

た 、 医師確保のた の 事業を推進 、繰 出 財源の確保、及び医師確保のた

の要望 求 い  

 

 その対策 

 

地域医療の維持確保 い 、西海岸地域の医療の中 的機能を確保 た 一般医療の 、

地、高度、特 医療 医療 ビ の向 体制の 実 、 テ 病院

の役割を担う く地域医療確保 の 、圏域全体の医療を支え た の繰 出 い

、適 対処 の  

 た、健康づく の 実 い 、医療 保健の連携を密 、地域保健活動の大 役割を

担う施設 、生活習 病の検診率向 、疾病予防対策の推進等  

 今後の過疎地域 け 自治体病院 、人口減少問題を背 患者数の減少 見込

、適 病床数を確保 、周辺医療機関 外の診療所を含 の役割分担、及び、連携体

制の構築を視 入 た 組を行う必要 あ  

 

 

高度 特 医療器機の 入及び施設整備 医療体制の 実 

医師確保のた の条件整備 専門医の派遣 対 支援  

定期的 専門診療科の出張診療の開設 

無医地 等 け 診療体制 巡回診療、診療所 の医師の派遣等 の 実 

当番制 日、夜間等の緊急医療体制の 実 
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生活習 病の検診率の向  

疾病予防対策の推進 

宅療養者の支援機能の 実 

 

 

事業計 成 度～ 度  

自  立    進    業    
 業 内 容 

業 
備考 

施  策    分 施   設    主体 

5 療 確保 3  
過疎 策自立 進

特別 業 
      

    地域 療確保 策 業 
広域

連合 
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 教育の振興 

 

 

 学校教育関連施設の整備 

 

 現況と問題点 

 

当 、急激 児童 生 数の減少等学校を 巻く環境変化 、適 学

規模や複式学 の解消、適宜 適 施設改修 安全性の高い学校施設の機能発揮等、良好

教育環境の維持確保 対応 た 、 成 23 度 学校 2 校、中学校 1 校 統合 学 再編

を実施 た  

統合後の学校施設 、耐震補強等構造 の課題 クリ い のの、経 施設の老朽

化、償 対 大規模改修の措置、 等学習関連施設の 入等を今後検討 必要 あ  

た、 立学校給食 ン い 、供用開始 15 以 経過 施設の償 、老朽化 顕

著 設備改修等 求 い  

 

 その対策 

 

学校教育の理念 、人間尊 の精神を基調 、知 体の調和の た、人間性豊 児

童 生 を育成 た 、学校 営 創意 を凝 、潤い 活力 満ち、個性豊 創造性を

育 あ の を踏 え、学校施設 い 、児童 生 の学習 生活の場 、

た豊 人間性を育 た の必要 場 あ を前 、その一方 地震、風水

害等災害時 地域住民の緊急避 場所 の役割 あ 、施設 構造 の安全性確保

極 要 あ 施設整備 い 、厳 い 財政状況を踏 え 、計 的 効率的

進  

た、学校給食 い 、児童生 の心身の健全 発育 資 、栄養 ン

や健康の保持、幼少時 の食 対 い知識の習得等食育の推進 寄 、成長

期の児童 生 要 役割を担 い 、 立学校給食 ン の設備等改修

い 、計 的 効率的 実施 いく の  

 

 

 集会施設、体育施設の整備 

 

 現況と問題点 

 

当 い 、少子高齢化や 家族化の進行 歩調を合わせ く、人口減少 歯

、各層各分 を支え担う人材の 足 顕著 、地域 け 人 の や連 意識の

希薄化 進 、地域活力の 失 危惧 い そのた 、地域コミュニテ の維持、再構築
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、人間形成の基礎 家庭や地域社会 本来備わ い 教育機能の回 求

い  

  た、地域住民 、 等情報通信 術の進展 目覚 い高度情報化社会の中 あ 、

の変容や価値観の多様化等 表面化 、個性を 視 た 質の高い心豊 生活を

求 う い その う 情勢の中、当 い 、住民の文化、創作、 等

対 ニ や、生涯を通 た学習意欲 高 を見せ あ のの、そ 見合う施設 設

備 機能 十分 いえ 、時勢や住民ニ の多様化 十分 対応 い い状況 あ  

 の う 状況の中、当 け 生涯学習 文化創作活動等 い 、 5地 そ

設置 地 公民館を 点 展開 い た、 5地 公民館 、様 地域活動や地

域づく を担う地 振興 ン 機関 の機能を発揮 複合的 活動 点 あ 、その相乗

効果 期待 あ  

一方、 施設 い 、勤労者体育館、室 温水 、大高山総合公園等 設置供用

い のの、 施設のうち特 体育館の利用要求 十分 対応 い 、学校体育

館の多目的利用 を得 い状況 あ た、その他 、高齢者等を中心

ク の増 や、住民の誰 気軽 参 総合型地域 ク の創設等生涯

対 機 醸成 あ のの、施設の絶対数 足 課題 い  

 

 その対策 

 

  各地 公民館 い 、地域住民の文化、創作、 等生涯を通 た学習意欲の高 等

地域の生涯学習及び社会教育施設 の機能 、地域づく 、 ちづく 活動等の 点

、その適 整備 機能 実  

  た、 施設 い 、高齢者や 害者を 、地域住民一人 自分の

応 活動を楽 う、多様 や情報 供

、既 体育施設の効率的 営 、計 的 改修 施設 設備の 実  

  、施設等整備 あた 、指 者の育成等機能、効果 分発揮 う 面の体

制強化を図 、維持管理費の抑制を促 効率的 効果的 管理 営 の  

 

全 機能を 中央公民館及び舞戸公民館 、他地 公民館 の機能連携 

情報通信設備の 実 

体育施設の多目的利用の促進 

体育施設、設備等の計 的 改修 

施設の効率的 管理 営体制の確立 

指 者の育成、指 体制の 実 

地域特性 応 た生涯学習体系 特 社会体育 の確立 
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事業計 成 度～ 度  

自  立    進    業    
 業 内 容 

業 
備考 

施  策    分 施   設    主体 

6 教育 振興 1  
学校教育関連施
設 

    
  

      校舎     
  

        戸 学校大規模改修 業  
  

        西海 学校内壁 外壁改修 業  
  

      屋内 動場     
  

        
鰺ヶ沢中学校第 体育館浄化槽設置
業 

 
  

        
鰺ヶ沢中学校屋外 動場照明設置
業 

 
  

        戸 学校 ン 整備 業  
  

      給食施設     
  

        学校給食セン 改修 業  
  

      そ 他     
  

        
中学校 修 戸、

鰺中  
 

  

        中学校 ン 購入  
  

     
集会施設、体育
施設等 

    
  

   民館   
 

    中央 民館改修 業  
 

    戸 民館改修 業  
 

       山 開発セン 改修 業  
  

   体育施設   
 

        室内温水プ 大規模改修 業  
  

        勤労者体育館補修 業  
  

   そ た   
 

    合宿誘致 業  
 

     
過疎地域自立
進特別 業 

    
  

        競技選手育成 強化 業 
体育
協会 

  

        民 大会開催 業  
  

    国内交流 業  
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自  立    進    業    
 業 内 容 

業 
備考 

施  策    分 施   設    主体 

    5  そ 他     
  

        内 中学校 I C T化整備 業  
  

    大高山総合 園大規模改修 業  
 

    通学路防犯カ 設置 業  
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 地域文化の振興等 

 

 地域文化振興施設等の整備 

 

 現況と問題点 

 

当 、縄文時代 中世 け の遺跡 137箇所 数多く 、 丸山遺跡

いわ い 餅 沢遺跡や 代製鉄炉 沢遺跡を の 全域 貴 遺跡

相次い 発見 い た、当 、津軽藩発祥の地 あ 種 城跡や御用港 栄えた津

軽藩の あ 歴史を 、現 4 1度開催 幡宮大祭を 当時の繁栄を の

せ 文化、芸能、史料を今 い の貴 文化遺産等 い 、文化資源

の価値 、観光資源 効 活用 求 い  

 文化財の多く 発掘調査等 調査研究 進 い 一方 、保管 展示等を

た の施設等 整備 あ 史料の流失、 失等 懸念 、 た、地 会等 付

く 幡宮大祭や鰺ヶ沢祭 等伝統行事の維持 い 、 層を中心 人口流出や高

齢化の進行等 人手 足 大 課題 、文化、芸能等の 、 危

い 状況 あ  

 その他、津軽藩発祥の地 民 親 い 種 城跡 い 、 成 14 度国史跡

の指定を け、当面 発掘調査 研究等を進 、将来的 史跡公園 整備 進 予定

い 、既 の 光信公の館 の移設問題 懸案事項 たわ い  

 、地域芸術文化の振興 い 、 民文化祭等 民参 型の文化芸術活動を実施 い

のの、現状 、指 者の絶対数 足、 民の関心度の 、厳 い財政状況等を背 、そ

の 実施 危 い  

 

 その対策 

 

地域芸術文化及び郷土芸能等の振興 あた 、指 者並び 各種関 団体の育成支援対策の

実を図 、推進体制の 実や、機 を醸成 環境づく 、 あ 歴史、文

化等の 及を図 た 必要施設の整備や体制づく 、生涯学習体系確立の一環 その

実 の た、種 城跡 い 、国史跡 指定を けた 、その

全容解明のた の発掘調査 研究を 実施 、周 の環境、 観の保全 配慮 た史跡公園

の整備促進 構想づく の  

 

国史跡 種 城跡 の整備構想策定 

歴史文化の 及 

指定文化財等の調査 

学校 の連携 学習 地域学習 の実施 
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事業計 成 度～ 度  

自  立    進    業    
 業 内 容 

業 
備考 

施  策    分 施   設    主体 

7 地域文化 振興等 1  
地域文化振興施設
等 

    
  

     地域文化振興施設     
  

       故郷民族資料館整備 業  
  

       種里城遺跡 園整備 業  
  

        日本海 点館改修 業  
  

    3  そ 他     
  

        指定文化 調査 業  
  

    白 幡大祭助成金  
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 集落の整備 

 

 集落の再編整備 

 

 現況と問題点 

 

  当 の農山漁 集落 け 生活環境施設の整備状況 い 、戸数の多い基 集落を中心

主要 線 道、 水道、集会所等の整備 着実 進 い 、その他の

周辺 点 規模集落 あ 、依然 施設整備 立ち遅 、均質 等の行

政 ビ を享 い状況 あ  

た、過疎化、 家族化、少子高齢化等 地域 け コミュニテ 活動の 等、緊急時

け 住民相互扶 活動の を招い 、生活 安の 和や緊急時の安全の確保 必要

い  

、 規模集落の中 、数 経過 居住 住民 完全 い く 恐 あ 集

落 あ 、空 家等の増 跡地の適 管理や防犯対策等、その再編整備 今後の課題 あ  

 

 

 その対策 

 

  交通条件 く、医療、教育等基礎的 公共 ビ の確保 困 規模集落 い 、住

民の意向を十分配慮 、将来的 集落移転 視 入 た集落再編成を進

体的 、移転 地 け 住宅団地の形成、冬期間等 節的 あ 一定期間の の移転等

状況 応 た施策を検討  

 地域自治の基礎 あ 集落機能の維持やコミュニテ 活動の 点 集会施設の維持管理

を適 行い、 た、高齢者等 や い施設の整備を行い集落の自治体制を支援  

 、集落再編 あた 、跡地の適 管理や防犯対策 、地域間交流施策

空 家や土地の 効活用の検討を行い、空 家や 利用地の情報把握、 ン希望者の

入 、定住人口 交流人口 大 向けた施策 い 検討  
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事業計 成 度～ 度  

自  立    進    業    
 業 内 容 

業 
備考 

施  策    分 施   設    主体 

8 集落 整理 1  
過疎地域集落再
編整備 

      

        自治集会所 等改修 業  
  

    2  
過疎地域自立
進特別 業 

    
  

    UJI ン支援 業  
 

        空き家情 ン 業  
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 住民主体に る地域づ の推進 

 

 

 コミ ニテ 施設の整備等 

 

 現況と問題点 

 

近 、地域づく の 組 い 、高齢化等 コミュニテ 機能 い 集落等

い 、住民、 、企業等 組団体 多様 主体 働 、地域の伝統文化の埋 た地域

資源を活用 、コミ ニテ を創生 求 い  

会や自治会 い た組 のコミュニテ 活動 、地域福祉、地域防災を考え

、地域住民 住民自治の直接的 担い手 当事者意識を持 要 あ  

た住民自 地域の状況を的確 把握 、自主的 地域課題 組 、 解決能

力を身 け、住民 率 地域を経営 いう考え方、視点を確保 必要 あ  

 現 、 、約 70の 会 、地 会の連合組 のの、他

の地域組 や多様 人材 相互 連携 力 組 活発化 い いた 、組 力を最大限 発

揮 組 づく 求 い  

 

 

 その対策 

 

会等地縁団体、地域組 の強化 い 、地域 の多様 人材 集い、活発 連携 力

最 効果的 あ 、 ちづく 担当課を中心 、連携 力 地域課題

対応 組 づく 、住民自治の強化 結び く テ の構築  

体の対策 、地域の現状 地域課題を常 共 率直 議を進 地 議会の創設

や各種地域交流活動の促進、地域活動の 点 コミュニテ 施設の整備 地域住民相互の

連携強化等、 両面 わた 組  

 

 

 

 コミ ニテ ビ ネ  

 

 現況と問題点 

 

過疎化の進 地方集落の中 あ 来 く生活 あ 、そ を支え た 地域

付いた文化、知恵 あ 過疎化、高齢化等 、その資源を 効的 使う

い 置 、一層過疎化 拍車を け い その資源を再び掘 起 、再現

集落 活性化 潤い 生 所得 生 組 た 掘 起 来、行政主 実
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施 いた公共的事業や、公共 ビ い 、 官 行政 民 住民、 会、各種団

体等 相互 連携 力 働型 移行 求 い 行政 住民 相互 連携

、 担い手 地域づく 進 、分 型社会の形成 地域の自主自立

、地域 い 自己決定 自己 任 地域課題 対 解決策を見出 、いわゆ 地域住

民 住民自治の実現 強化 結実 の あ  

地域 け 住民 対 行政 ビ い 、行政 け く、住民自 担い手

、相互 連携 地域づく を進 いく 要 あ た、今後、地域住民や 会

等住民組 、行政の 地域づく を進 中心的 役割を担う を期待

い 、行政 地域住民そ の役割分担を明確化 、 働 行う

組を適 断 、 効率的 実施 必要 あ  、現状 、 働 地域づく

の機 醸成 い い 、 会等住民組 を強化 、地域の潜 力を十分 引

出 施策 求 い  

 た、地域づく け 新た 主体 期待 い 、地域住民 組

法人や、外部 地域づく を支援 法人の活用等、今後 公共的分 の相互連

携 新た 公共 ビ の創出や、 働体制の構築を検討 必要 あ 新 い公共 の創

出及びその試行  

 

 

 その対策 

 

働の地域づく を進 あた 、地域住民自 的確 地域の現状を把握 、

地域課題を洗い出 、課題解決のた 行動 住民自治を最優 、真 自立 た地域づく の

実践 そのた 、当面 、 ちづく 担当課 中心 地域住民 主体 た地域づ

く の推進 体制構築を模索 、あ 一定の 限付 等 住民の自立性の醸成、意

思決定、事業実施の 組 の見直 を図  

 た、 等 の 働の ちづく のた 、 働体制の明確化 、地域住民を巻 込

等の諸事業 対 支援を行う  

 

地 力点検 地 テ等の作成 地 状況の把握等地域住民 自主的 行動を起

けづく  

集落点検 規模集落の維持 のた の検証把握 

地域課題の解決策を 映 た 地 計 の策定 

地域住民自 起 、コミュニテ ビ ネ 対 支援 

団体等の設立や公共的地域づく 事業 対 支援 

働の ちづく テ の構築  
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事業計 成 度～ 度  

自  立    進    業    
 業 内 容 

業 
備考 

施  策    分 施   設    主体 

 
住民主体 よ 地域

く 推進 
1  そ 他       

        コ 施設整備 業  
  

    集会所等改修 業補助金 
内 

会等 

 

    2  
過疎地域自立 進

特別 業 
    

  

        地域 く 推進 業助成金 
内 

会等 

  

        コ 支援 業  
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事業計 成 度～ 度  過疎地域自立促進特別事業分 

 

自  立  促  進 事   業    
事 業  容 

事業 
備考 

施  策    分 施   設    主体 

 産業の振興 (9)過疎地域自立促進特別

事業 

    
  

      水産業研究育成事業費補

金 
漁   

      
漁業者支援 成金 漁   

   農業振興 大推進事業費補

金 

農業  

組合 
 

   
前観光案 所 営事業 

観光 

会 
 

   
商 振興事業費補 金 商 会  

   各種 ン 開催事業 成

金 

観光 

会 
 

      観光 会補 金 営費

補 金  

観光 

会 
 

   
レミ 商品券発行事業 商 会  

   
新推進体制構築事業   

   
薬草等 支援事業   

 交通通信体系の

整備、情報化及び地

域間交流の促進 

(11)過疎地域自立促進特

別事業 

    
  

  林道橋長 命化修 計 策

定事業 
  

 
    路線 維持確保対策補

金 

 

事業者 
 

 
  地域公共交通網形成計 策

定調査事業 

交通 

会議 
 

      
い物等支援 行事業   

      
ン 等 行事業   

   コミュニテ 等 行事

業 
  

 生活環境の整備 (7)過疎地域自立促進特別

事業 

    
  

      
防災対策の強化促進事業   

   
空 家対策の 実促進事業   

   
自主防災組 結成事業   
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自  立  促  進 事   業    
事 業  容 

事業 
備考 

施  策    分 施   設    主体 

 高齢者等の保健

及び福祉の向 及び

増進 

(8)過疎地域自立促進特別

事業 

    
  

  

  
健康づく 支援事業  

 

   地域包括 テ 構築

事業 
 

 

   
子 医療費 成事業  

 

   
子支援 ン 事業  

 

   
乳児 や 支援事業  

 

   
課後 事業  

 

      子 子育 支援事業計

 
 

  

 医療の確保 (3)過疎地域自立促進特別

事業 

    
  

  

      
地域医療確保対策事業 

広域 

連合   

 教育の振興 (4)過疎地域自立促進特別

事業 

  
 

 

   競 手育成 強

化事業 

体育 

会  

   
民 大会開催事業  

 

   
国 交流事業  

 

 地域文化の振興

等 

(2)過疎地域自立促進特別

事業 

  
  

  

    
指定文化財調査事業  

  

   
幡大祭 成金  

 

  集落の整備 (2)過疎地域自立促進特別

事業 

  
    

  

      
空 家情報 ンク事業  

  

      
ン支援事業  

  

  住民主体

地域づく の推進 

(2)過疎地域自立促進特別

事業 

  
    

  

    
地域づく 推進事業 成金 

 

会等   

   コミ ニテ ビ ネ 支援

事業 
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